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○議長 内海 猛年君 

おはようございます。会議に入ります前に、皆様に報告いたします。 

御手元にお配りしておりますとおり、波多野町長から昨日の提案理由説明の中での発言を訂正

したい旨の申出がありました。この申出については議長のほうで許可しておりますので、報告い

たします。 

……………………………………………………………………………… 

午前 10時 00分開会 

○議長 内海 猛年君 

それでは直ちに会議を始めます。 

ただいま出席議員は１２名で、会議は成立いたします。よって、直ちに本日の会議を開きます。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．一般質問 

○議長 内海 猛年君   

本日は一般質問を行います。あらかじめ提出されております通告書の順により質問を許します。 

まず７番、松岡議員の一般質問を許します。松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

皆さん、おはようございます。 

７番、公明党の松岡泉でございます。今回一般質問２件、お願いしたいと思っています。それ

では通告書に従いまして質問させていただきます。 

件名１でありますけども、町役場の住民サービスについてでございます。 

役場の利用しやすい環境や職員の丁寧な対応は、町民の行政との信頼関係構築のために重要な

要素の１つになっているかと思います。そのため、町民に対するふだんの情報収集と適切な対応

に心がけるべきであると、常日頃から思っているところでございます。議員は他の自治体のほう

に行政視察ということで伺う機会が非常に多くて、それを見ますと施設の大きさにもよりますけ

ども窓口への誘導の動線を床に表示して迷いがないようにすることとか、受付の方が前方まで出

向いて出迎えておられる姿もよく見かけてですね、私たちはそういった自治体に伺いますと、住

民の皆さんと行政側との信頼関係がどうなっているのかすぐにニュアンス的に雰囲気を察知する

ことができます。そういう状況にあります。 

そういった状況で我が町の役場の状況について、要旨１ですけども役場の利便性や職員の対応

の現況についてまずお伺いいたします。まず、町の役場での総合案内の状況は現在どうなってい

るのか、お伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 
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執行部の答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長 佐竹 功君 

お答えします。 

芦󠄀屋町では庁舎１階の正面玄関を入ったところに総合案内所を設けております。平成２１年１

月に設置して以来、来庁された方の様々なお問合せに対応しております。１名が常に待機し対応

しておりますが、時には係員のほうから積極的にお声かけして対応することもあります。 

なお、お問合せの内容につきましては担当部署の場所、会議室の場所、公共交通機関の時刻案

内や時刻表の配布、町のイベントや行事に関することなど多種多様にわたりそれぞれに対応した

案内をしております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

現在、総合案内のほうは１名の方が常についておられまして町民の皆さんが来庁された際にお

困りにならないように、また親切に案内をされているということでいい傾向にあると思うんです

けれども、そういった行動によって住民の皆さんとのつながりも深くなっていくだろうし、使い

やすい環境が整うのではないかと思います。 

それでは、この役場庁舎の利用サービスの環境や職員の皆さんの対応について、住民の声につ

いてはどのように掌握されて、その改善対策はどのように行われているのかお伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

総務課長。 

○総務課長 佐竹 功君 

役場についての住民の声・要望につきましては、総合案内所や各担当課窓口、電話等で内容を

お伺いした後、最終的には要望内容を所管する担当課で受付け、対応することとなります。要望

につきましては、各担当課がそれぞれで把握しておりますが全体的な把握はしておりません。ま

た各担当課において日頃から情報収集や検討を行い、それぞれが必要に応じた対応策、改善策を

検討、実施しております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

先ほども当初お話をしましたように、住民の皆さんに対して、来庁されて町のそういった対応
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は懇切丁寧に対応していかなければならないということから、我が町についてはいろんな御要望

等もあると思うんですけども、不断なく情報収集してですね、それに懇切丁寧な対応が求められ

るといった中で信頼関係も構築されるのではないかと思います。こういった住民の皆さんの声に

対しては、その対応の改善策等がありましたら適切に対応していただきたいと考えます。 

それでは要旨２ですけども、役場庁舎のサービス環境の整備についてでございますけれども、

今のいろんな各自治体の対応を見ますと、それぞれに備品の配置も含めて改善が図られていると

思うんです。我が町では各部署ではそういった対応に住民の皆さんの声に関しては、今答弁がご

ざいましたように適切に対応しているということでありますけども、私が見る限りというか知る

限りではやはり、いろんな自治体の配置備品関係の設備なんかを見ますと、我が町ではまだまだ

改善の余地があるのではないかという認識を持っております。まず１つは、軟骨伝導イヤホンの

設置についてお伺いしますけども、今部署ではそれぞれに配置されてこれについては軟骨伝導イ

ヤホンですので福祉課になるかと思うんですけど、実は軟骨伝導イヤホンですが、奈良県立医科

大学の細井学長さんが耳の軟骨を振動させて音を伝える経路を研究して、２００４年に軟骨伝導

という技術を発見されておりまして、この学長さんは難聴によって認知症が起こると。認知症の

要因の１つとして難聴があるということを訴えられておりまして、軟骨伝導の活用によって難聴

で困らない社会の実現を目指して、今、取り組んでおられます。現在、難聴の方が日本全体で１，

４００万人ぐらいおられるということで、そのうち補聴器を活用されている方は２００万人ぐら

いということでありますので、１，４００万人から比べると非常に少ないと思うんですけど、軟

骨伝導イヤホンの研究をして、特徴として音を出す穴がないと。それから清潔に保ちやすいと。

音が明瞭に聞こえてしかも音漏れが少ないといった特徴があるということで紹介されておりまし

て、このイヤホンを皆様に利用してもらいたいということを言われています。 

なお、福祉の窓口にそういったイヤホンを設置するということも重要ですけども、本来であれ

ば難聴の方がこういったイヤホンを自分で確保できて着けられるような環境が整えればいいと思

うんですけども、何せちょっと高いといったところもあったりするんですけど、私が調べたとこ

ろによりますと軟骨伝導イヤホンは結構格安に入りそうな感じもあるので、費用対効果からする

と部署に配置することは非常にいいかと思うんですけど、これについての見解を求めます。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

芦󠄀屋町におきましては、福祉課の高齢者支援係と障がい者・生活支援係のそれぞれの窓口に、

今、助聴器というものを設置しております。手に持ってスピーカー部分を耳のほうに当てること

で、職員の声を聞きやすい大きさに調整することができます。軟骨伝導イヤホンは耳周辺の軟骨
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を、今御紹介ありましたが、振動させて音を伝えますが、助聴器は音を大きくして耳に届けるも

のでございます。音の聞こえをよくするものとしては、同等の効果があります。軟骨伝導イヤホ

ンのメリットにつきましては、今、議員のほうから紹介もありましたが、イヤホンを耳にかける

と両手が自由に使えるというメリットもあります。あと集音器を職員の近くに置けば、周囲の余

計な雑音を拾わないとかいうところも挙げられております。助聴器のメリットとしましては、先

ほど軟骨伝導のほうでもお話ありましたが衛生的な面もあるといいますが、助聴器のほうはいよ

いよ耳に添えるだけなので、さらに衛生的に好まれるということも挙げられます。現在設置して

おります助聴器は、使用者からよく聞こえるとの評価を受けております。スムーズな窓口対応に

つながっております。基本的に現在の助聴器を今後も有効活用していきたいと考えておりますが、

軟骨伝導イヤホンの有効性につきましては、比較検討を行うため福岡県内にも導入済みの市町村

ございますので、そちらのほうから調査研究を行ってまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

現在、福祉課のほうに助聴器が置いてありました。あれもちょっと聞かしていただきましたけ

ども遜色なく使えてて、実際に配置されているので新たに軟骨伝導イヤホンを購入して配置する

かについては、無駄になるというところがあるかもしれませんけども、特徴からして非常に利用

者にとっては使いやすいものだし、衛生的にもそういうものも含めて勘案すればよりいいかなと

思うんです。だから導入時期とか費用対効果を勘案して、すぐにというとなかなか難しいところ

があるかと思うんですけども、今後そういった備品の購入に関してはしっかりと検討していただ

きまして、難聴者の方で認知症防止もなりますので対策としては十分にいいのかなと思います。

芦󠄀屋町にも多くの方が難聴で困っておられる方がおられますので、助聴器を来られたときに利用

されているってことは間違いないことでありますので、しっかりと取り組んでいただきたいと思

います。 

２つ目はですね、傘のしずく取りです。 

現在、町の入り口のところには朝、雨が降っているときに、来庁したときにビニールとかの、

モールに行っても結構そういったところありますよね。大体ほとんど傘を持ってそのまま入って

こられますと、そこへしずくが落ちて、滑って事故になったりするということで、我が町もしっ

かりと取り組んでもらって、ビニールの配置してもらって来庁者の方がそれを使って入っていた

だくと庁舎内の床が濡れることがないということなんですけども、実はですね、兵庫県の芦󠄀屋市

なんですけど、２０２２年の８月ですのでもう２年ぐらいなるわけですけど、新聞によりますと
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そういうのが載ってて、１つは温暖化防止の件もありますし、ビニールということでプラごみの

削減を目指すということで、しずく取りの機器です。濡れている傘をぱっと入れて２、３回振っ

てやると、しずくを全部落としてくれてそのまま持って入れるというようなものを入れてるとい

うことなんですけども、これの導入についての見解を求めたいと思います。 

○議長 内海 猛年君 

財政課長。 

○財政課長 池上 亮吉君 

しずく取り機器の設置についてお答えいたします。 

町の公共施設には現在、しずく取り機器を設置している場所はありません。 

なお、雨の日の傘対応としましては、財政課の所管する役場本庁舎には４か所全ての入り口に

傘立てを設置しているほか、正面玄関と郵便局側入り口の２か所には傘袋も設置しております。 

議員、御説明ありましたとおり、このしずく取り機器を設置する最大の利点はビニール製の傘

袋を使用しないため、地球温暖化防止とプラスチックごみ削減の観点から環境保全の取組の一環

となるということです。また住民サービスという観点では、しずく取り機器は傘を差し込み、数

回振るだけでしずくを取り除くことができるため手軽に利用することができ、住民サービスの向

上につながると思われます。一方、費用対効果としましては、役場本庁舎における傘袋の年間購

入枚数は１，６００枚、費用は約５，０００円で、しずく取り機器は１台１０万円を超える機器

が主流ですので効果が高いとはいえません。つきましては、しずく取り機器の設置については、

環境行政担当課の環境住宅課や各施設主管課と協議調整を行ってまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

ちょっと機器が高いということもあるので費用対効果はどうかなと思うんですけども、その辺

りの考え方としましては、先ほど申しましたようにプラごみの削減、町としても対策を講じてい

るところでありますので、また温暖化防止、町もこれ取り組んでおります。そういう視点を持っ

て、お金がかかるからやめるということではなくして、地球に優しい環境づくりを訴えている町

でございますので、しっかりとそれを踏まえながらやっていただきたいと思います。 

これに関する最後の質問ですけど、こういった町民の皆さんの声というのを、今のところ各部

署間でそれぞれで対応されているところがございますけども、私個人としましては、町のそうい

った町民の声をしっかりと承って改善していく、これは全体的に対応すべきだという能動的に対

応すべきではと考えるわけですけども、この点はいかがでしょうか。 
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○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

現時点ではございますが、総合的な対応をつかさどる部署の設置等は考えておりません。住民

の皆様からの要望は町長の手紙、町のホームページの「ご意見・ご提案」、役場窓口等で伺い、基

本的には各担当課で対応をさせていただいております。また要望の内容によっては複数部署にま

たがるもの等もございますので、必要に応じて関係課による調整会議等によりまして総合的な対

応を行っている状況でございます。また住民サービスの向上に向けましては、職員自らが日々の

業務や先進自治体の事例等から問題点を発見し、解決できる主体性ある職員を育成できるよう職

員の資質向上や能力開発に取り組んでいるところでございます。このため繰り返しになりますが、

総合的な対応をつかさどる特定の部署の設置等によらず、要望内容に応じた関係部署による調整

会議等により対応してまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

とにもかくにもですね、町民の皆さんの声を大きく拾っていただきまして、それに懇切丁寧な

対応を求めたいと思います。 

２件目に移らせていただきます。２件目は、人材発掘・育成についてでございます。 

この件につきましては、令和５年の第３回定例会におきまして、この件を私自身が取り上げて

おりまして質問をさせていただいておりますけども、改めて今回質問させていただきます。 

今回も人材発掘・育成について質問させていただくわけでありますけれども、この件につきま

しては総合振興計画の中にですね、６次の振興計画でしっかりとうたっている肝であります。町

を今後、将来に向かって元気に皆さんが過ごせるような計画の肝であります。人をつくるところ

に視点を置いていますので、しっかりと今後も考えていただきたいと思いますし、私自身もいろ

んな提案をさせていただいて検討していただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

１つ目はですね、自治区の担当職員制度の推進状況と育成についてでございます。 

初めにですね、当該制度の進捗状況はどうなっているのか伺いたいんですけど。実はコロナが

あってなかなか、この担当職員制度が設けられましてどうなっているか分からないような実態に

なってですね、以前は我が粟屋区にも職員さん来ていただいて、いろんな課題を聞いていただい

て、ものすごく盛り上がったなって感じがあるし、職員さんたちも元気に来ていただいて顔見知
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りになったりとか自治区の皆さんものすごく感動されていたんですね。日頃なかなかお会いする

機会もないっていうこともあるんですけど。で、職員さんもしっかりとそれを庁舎持ち帰ってい

ただいて、町長が言われたように「いや職員が育ってるんだ。」という話をされて、この制度の良

さを実感したわけですけど、その後ちょっと見えないなと思っていて、分からないところが非常

に多いんですけど、進捗状況は今どのようになっているんでしょうか、お伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

自治区担当職員制度ですが、芦󠄀屋町住民参画まちづくり条例による協働のまちづくりの実現の

ため、全ての職員が地域の活動に参加し、住民の皆さんによる自主的な地域づくりのサポートを

目的として平成２６年度から開始しております。そして、ステップ１からステップ５までと、時

間をかけて徐々に自治区の方々と人間関係を構築していきながらサポートしていく予定でした。 

まず、平成２６年度から２か年はステップ１として、職員が住民の皆さんと顔見知りとなるた

め、職員が自治区行事へ参加する。平成２８年度から２か年はステップ２として、職員が自治区

活動の実態について理解するため、会議などに参加する。そして、平成３０年度から２か年はス

テップ３として、モデル地区に選出された３つの自治区で、将来的な地域の在り方を検討し、住

民と協働して自治区の計画を策定する予定でした。このように段階を踏み、最終的には全自治区

の将来の在り方や課題解決のためのまちづくり計画策定を目標としておりました。 

ところが、令和元年度に自治区活性化促進会議での検証を経て、各自治区の現状を踏まえ、全

自治区でのまちづくり計画策定ではなく、策定を希望する自治区のみの支援とし、行事の支援に

ついては継続して実施することと活動計画を変更しました。しかしながら、その後の新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大により、令和２年度、３年度は行事が全く実施されず、支援を行うこ

ともございませんでした。そして令和４年度からは徐々に行事も再開されておりますが、以前ほ

どの支援の要請はあっておりません。 

なお、令和５年度の実績ですが、１０自治区１２行事へ３２名の職員が参加しております。そ

して令和６年度は８自治区１７行事へ４０名の支援要請があっており、職員が参加する予定とし

ております。 

以上が当該制度の推進状況となっております。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

当制度ですけども、当初の計画からしますと大きく変わったと。今の経緯については今ちょっ
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と御説明がありましたので、元年のそういった促進会議において変更を余儀なくされたというお

話でした。自治区の状況によってそういった計画に応えられないと、また対応できないといった

ところもあるので、その辺りについてはここでとやかく言えないところでありますけども、当初

の計画からすると大きく変化したんだなと。私自身としては今の実情から見るとそういった自治

区からの要望というか、町に対してそういった支援を求める声が少なくなったっていうのは、ち

ょっと残念なところもうかがい知ることができるんですけど。とにもかくにもこの制度につきま

しては、そういった協働の自治区の活性化に向けた取組に大きく関わってる議案でありましたけ

ども、今回私はそういった自治区の活性化に関わる、また地域コミュニティーに関わる人材育成

については一部関わるわけですけど、そのほかにも、職員さんの育成についても、町長が言って

おられましたように、またそういう部下がそこに現場に進出するってことは非常にいいことだと

いうことで私も理解をしておりました。こういったことで活動計画が変更されたということにつ

いての影響はどのように考えておられるのかお伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

令和元年度に自治区活性化促進会議で事業について検証した際、ステップ３以降の自治区のま

ちづくり計画策定という取組が課題解決という目標から外れて、逆に区長や区役員にとっては、

重荷、大きな負担となっていることが判明しました。このため自治区にとって有意義である行事

支援活動、旧ステップ１を中心とした制度に変更した経緯がございます。その後、コロナ禍の間

は自治区の行事が実施されない時期があったため、そのあと行動制限が解除されて現在もその影

響が残っており、行事の支援要請が減っている状態でございます。 

ただ、先ほども申し上げましたとおり行事は徐々に再開されつつあります。このため、活動計

画は芦󠄀屋町の現状に即した形に改善されたものと考えております。また、区長や区役員の方たち

はこれから計画を策定しなければならないという義務感から解放され、不安や負担を取り除かれ

たと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

計画変更されたということでですね、影響も大きいかなという、今、答弁だと思うんですけど、

私自身は自治区についていろんなところでお話をお伺いしますと、課題としては同じような課題

を多く抱えておられるのじゃないかなと思います。そういった課題に対して職員さんが関わって
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ですね、そういった計画を、課題を改善するためのですね、計画策定についても関わってくれる

ということで、ある程度解決策も見えてくるかなと思ったんですけど、その辺りは自治区のほう

から言ってこないとなかなかそういったものが進まないということになりますので、やはりそう

いう状況にありますが、その点を踏まえて行政側からもアタックしてもらって、１つの自治区に

行った場合の課題の解決策については、区長会等のような場面でもいいですし、また自治区に入

っていただくようなチャレンジをしていただいて広げていただければ、拡大をしていただければ

よろしいかなと思います。 

一方ですね、そういった自治区の方についてはそうなんですけど、もう１つは職員さんの能力

向上、現場主義っていうか、入ってから能力を拡大していく、資質を上げるというようなことも

この計画の裏には、一方ではメリットがあったわけですけど、人材育成についての基本的に職員

さんの能力開発に関しては、それぞれの基本方針が定められて、職員の人材育成については計画

的に行われているところでありましょうけども、自治区活性化に伴う担当職員制度について本来

勝ち得るメリットがあったわけですが、この点についての補強というか、補填はどのように考え

ておられるのかお伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

この制度における職員の人材育成のメリットは、地域の方々の顔を覚える。地域のことを知る。

職員の顔を覚えてもらう。主にこの３点です。行事も徐々に再開されつつありますので、職員が

自治区の中に入り、行事を支援することで地域の方たちと顔見知りとなり、意見交換する機会は

これからますます増えていくものと思われます。このため、自治区担当職員制度は今まで同様に

人材育成の一助になり得るものと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

職員さん今後またですね、活躍していただきまして地域にも貢献していただければと思います。 

続きまして要旨２ですけども、福祉ボランティアポイント制度の導入についてお伺いしたいと

思います。 

福祉ポイントのボランティアのポイント制度の件なんですけど、その前に福祉ボランティアの

活動についてなんですが、関係者に聞くとですね、やはり疲弊している状況で、活動を支えてい

る活動家が非常に少なくなって困っているという話を改めてお聞きするわけですけど、町として
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ですね、そういった福祉ボランティア活動の状況を現在どのように捉えておられるのかお伺いい

たします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

芦󠄀屋町内には様々なボランティア団体がありますが、今言われました福祉ボランティアについ

て私のほうから御回答いたします。 

まずは、福祉活動を行う６つのボランティア団体で構成される芦󠄀屋町手をつなぐリボンの会が

ございます。約１５０人の会員によって構成されております。団体の内訳は高齢者への弁当の配

食、見守りを行っている八朔の会、子供への本の読み聞かせを行うにじの会、住民の健康管理、

体力増強の推進を目的に活動している食生活改善推進会、福祉施設への訪問ボランティアを行う

あしの会、幼稚園や高齢者施設などに訪問し、影絵や人形劇を行うめるへん、聴覚障害者の支援

のために手話を学ぶ芦󠄀屋手話の会です。各団体とも精力的に活動を行っておりますが、会員の高

齢化によって会員数は年々減少しており、今言われました後継者が育っていないというところが

大きな課題となっております。 

次に有償ボランティアになりますが、あしや助け合い・支え合いの会、通称あしたの会です。

活動内容としては高齢者のごみ出し支援、室内の清掃、見守りも兼ねた話し相手など多岐にわた

って活動を展開しております。令和５年度末の会員数は利用会員５３人、協力会員５０人となっ

ております。手助けしていただける協力会員は、制度開始当初の平成３０年度時点では３４人で

あったため、それからは増加しておりますが近年は横ばいの状況となっております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

町のほうも現状として、登録ボランティア活動家が減っているというのはもう、よく掌握され

ているということでこれをどうするかということなんですけども、それは減少傾向にある活動に

対して町としての支援策はどのようにお考えでしょうか。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

活性化への支援ということで芦󠄀屋町手をつなぐリボンの会に対しましては、町としては福祉分

野のボランティア活動の一助となるよう、芦󠄀屋町社会福祉協議会を通して補助金を支出しており
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ます。会のさらなる発展を期待しまして、これまで年間１５万円だった補助金を令和６年度から

３０万円に増額しております。 

一方、あしたの会に対しましては、有償ボランティアであることから金銭的な支援は行ってお

りませんが、社会福祉協議会が支援しているほか、公的サービスで対応できない困り事を抱えた

方へ会の案内を町として行っているほか、広報あしやで会の活動を取上げるなど会員数の増加に

向けた支援を行っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

活性化に向けた取組を積極的に行っていただいているということで、非常にいいかなと思いま

す。話に聞きますとボランティアに関与して補助金が町から提出されて、支援金を出していただ

いているということで、金額も町長からですね、１５万だったんですかね。それを３０万にして

いただいたということで非常に喜んでおられて、「活動も少し、できやすくなりました。」ってい

う話をお伺いして、町長もしっかりとその辺り見ていただいているので、本当に心強い限りでご

ざいます。ただ金額を増やすというだけでは、やっぱり町長もそれでは活性化できないだろうと

お考えになっていると私も理解しています。ただ私も１５万から３０万ですから結構な強い支援

策かなとちょっと思うわけですけど、実はこの要旨にうたっていましたように福祉ボランティア

ポイント制度とかあるということで、これはどうかということで前もちょっとお話ししたのかも

しれませんけど、いい返答はもらえなかったし、なかなか難しいのかなと思いますし、現在先ほ

どの話でありましたように、有償であしたの会を発足したりとかですね、そういった同じように

重なるっていうのもあったりするんで、すみ分けがちょっと難しいとかいうこともあるんですけ

ど、そういうことがございましたけども私は隣にそういった岡垣町にそのボランティア制度を導

入していることはありましたので、そういうことも含めて前もちょっと申したかと思うんですが、

岡垣町がやっているからそれに見習ってやれっていうわけじゃないんですが、いい結果があれば

そういうのはもう町としては考えたほうがいいんじゃないかなと思って。 

実は４月、今ちょうど議会を代表して社協のほうにお伺いして一緒に活動しているわけですけ

ど、そういう関係があるので４月の２４日に岡垣の社協のほうにこの運営に関してお話を伺って

きました。経緯としては平成２８年ぐらいに、そういった福祉ボランティア制度が全国にばーっ

と広がっていって、岡垣町も目的はそれぞれあるんでしょうけど、そのときに「うちの町でも」

ということで岡垣町も全国のそういった受入れ自治体を見習ってやり始めたっていう経緯だった

そうです。 
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内容的にいいますと福祉ボランティア活動の支援とか地域貢献の奨励、それから２つ目の目的

として高齢者等の生きがいづくりや介護予防の促進に寄与すると。３つ目がボランティア活動を

通じた地域力の強化ということをうたって導入したということでありました。現在令和５年の登

録者数が５７９名です。６年に６０９名ですので３０名増えていると。このポイントの還元され

る方はその中の１２０名今年度あったそうです。だから活動家が登録されていても、実際はポイ

ントたまってポイント制度の中で還元して利用される方は、申請されたのが１２０名ですけども、

我が町と岡垣町の人口も違いますし、活動家にそういった違いがございますけれども、割合とし

ては結構多くの方が福祉のそういった目的に賛同されて活動されているということがありますの

で、目的に見合った形で効果も若干上げているかなと思うんで、我が町も福祉ボランティアポイ

ント制度導入について、いかがなものかお聞きいたします。見解をお願いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

お答えいたします。 

近年、介護予防を目的としたボランティアポイント制度、こちら全国の多くの自治体が実施し

ております。制度の内容としましては今、岡垣町の例がありましたが他町の例を申しますと、高

齢者の方が介護保険施設等で自らの健康保持を目的に行ったボランティア活動に対してポイント

を付与し、たまったポイントによって商品券等と交換できるというものでございます。日本福祉

大学が検証しておりまして、その検証ではボランティアポイントに参加した人は地域の活動に参

加する。また友人と会う。笑う。といった行動が増えているとのことです。このことから介護予

防の視点からは効果があるといえます。よって芦󠄀屋町としまして、この度老人憩の家の廃止に伴

う新たな町の高齢者施策、こちらの１つとして今、私申しました介護予防ボランティアポイント

の導入、こちら検討する予定としておりました。 

今、松岡議員の御質問である人材の発掘・育成の観点から申しますと、対象者を高齢者に絞っ

たものではなく全年齢を対象としたほうが効果的であるのではないかと感じました。町内のボラ

ンティア団体には福祉系以外にも様々なボランティア団体がございます。制度設計におきまして

は、これらの団体の活動をどこまで対象にするかなど検討が必要でございます。また有償ボラン

ティアである、あしたの会とのすみ分けもこちらも検討材料の１つといえます。あと、財源など

を含めた中で制度構築に向けた調査・研究についてこれから行ってまいりたいと思います。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 
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○議員 ７番 松岡  泉君 

当該制度の導入について検討いただきまして、良ければ人材の発掘・育成につながっていける

ようにして、またボランティア活動が活発化することを期待したいと思います。 

それでは要旨３に移らせていただきます。 

人材育成事業補助金利活用の啓発についてでございます。 

この件につきましては、また私も去年の第３回の定例会で協働事業提案制度について一般質問

をさせていただきました。その際にそういった補助金制度の支援もいただきたいという話をしま

したところ、町のほうとしましては現在それに類似する人材育成事業補助金があるよということ

でありました。前任者であります池上課長から「いや、その件については今後検討して計画の補

助金制度について見直しを今やっている」ということで、早速やっていただいて実は今年度のホ

ームページ、つい最近のホームページにもずっと載っていまして説明も十分にされていました。 

そこで何で私が口挟んでまた言い出すかっていいますと、実際の今までのそういった要綱に関

してあったんだけど利用されてないと。そういったところもございましたので、これについては

やっぱり、せっかく町として設けていただいた要綱を十分に関係の方たちが見てですね、使える

ような環境整備が要るのじゃないかということで、今回一般質問させていただくわけですけど、

まず初めに、要綱改正の経緯について確認したいと思います。よろしくお願いします。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

芦󠄀屋町人材育成事業補助金交付要綱は平成１９年４月に施行されましたが、近年では活用され

ていない状況でございました。当町では第６次芦󠄀屋町総合振興計画におきまして、町の将来像を

「人を育み 未来につなぐ あしやまち」の実現に向けまして、人づくりを進めているところで

あり、この施策を進めるためにもより活用しやすく、活動を行うきっかけとなるよう、芦󠄀屋町人

材育成補助金交付要綱及び本補助金の交付審査基準を改正し、令和６年４月に施行したところで

ございます。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

活用されてなかったということもありますけど、要綱を改正されてですね、より拡充されたと

思います。それでは主な改正点はいかがなものでしょうか。 
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○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

主な改正点につきましては３点ございます。 

１点目は補助対象者の年齢の引下げでございます。改正前は、町内に住所または勤務地を有す

る２０歳以上の者としておりましたが、成人年齢の引下げに伴い１８歳以上とするとともに対象

者を団体等とし、団体等の代表者が町内居住または在勤していることとしております。 

２点目は補助率・補助額の拡充でございます。改正前は対象事業費の４割以内２０万円を限度

としておりましたが、対象事業費の９割３０万円を限度としております。 

３点目は補助金交付審査基準の見直しでございます。改正前は事業の波及効果や事業の継続性

を審査基準に規定しておりましたが、事業の計画性と実現性や自主的、主体的に活動を行う意識

が認められるかなど、審査基準の見直しを行っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

改正点も大きく拡充されて利用しやすい環境、また補助率もかなりアップしていただいている

と。利用者にとっては非常にいい話だし、使い勝手も良くなったんじゃないかなと、私もそのよ

うに判断します。 

ただですね今、審査基準の見直しもやったんだよっていうことで、これが重要なところだと思

うんですけど、使い勝手とか利用のしやすさとかいうのも含めて改善はされたんだけど、それが

使えるかどうかっていうのが重要な点になってきますので、この審査基準はどのようになったの

か、大きく変更されたのかと。その点をお伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

審査基準の見直しに当たりましては、申請をしようとされる方が審査基準を見たときに対象事

業とならないと思ってしまう懸念はないか。事業計画書から審査基準と照らして明確な審査がで

きるかなどの視点で見直しを行っております。具体的には、以前の基準では伝統文化や産業及び

地域活動の活性化等のために行う実践的活動に該当するかという項目がございました。 
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しかし、この基準を地域の活性化や課題解決につながる公共的な取組であるかに見直すことで、

対象事業となる範囲が限定的なものと認識されないようにしております。また、以前の基準では

活動の継続性が認められるかという項目がございましたが、現行の基準では継続性という記載は

なく、言い換えますと単年度事業であっても対象となりうるということになります。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

お話を聞きますと審査基準もかなり柔軟にしておられて、非常に利用者はチャレンジもしやす

い環境にあるかなと思うんですけど、我が町で人づくり、発掘・育成するという視点から捉えま

すとこの要綱は非常に改善されてよくなったとはいえ使う人がどのくらい知るかということが重

要なんですけど、ＳＮＳを見てみますと、非常にいろんなところにも声かけもされているという、

ちょっと見たところ感じるわけですけど、啓発の取組については、この件はどのように今なって

いますでしょうか。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

補助金の利活用を促すため広報あしや、町のホームページ、町公式ＬＩＮＥによる配信により、

本補助金の周知を図っております。またボランティア活動センター登録団体、体育施設年間利用

団体、それから同好会、体育協会、文化協会等へ直接チラシを配布し、利活用の促進に努めてい

るところでございます。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

関係する地域コミュニティーも含めて、団体に対して細かく啓発をしているということであり

ますので、伝わっているかなと私は思います。私もＳＮＳ、ホームページを見てですね、懇切丁

寧に今回書かれていて、要綱が変わった点については非常に理解もできましたし、よかったなと

思います。 

最後にちょっとお願いしたいのは、実は行政側からするとそれ以上のことはなかなか対応は難

しいと私も理解しますが、使う人の身になってみればどんなものに使えるかなっていうのが、や
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はり最後には来るわけですね。必要性のある方はそこに確認されると思うんですね。行政側に行

って実際こういう案を持って、活用させて要綱に従って「申請したいんですけど」っていうこと

は来ると思うんですけれども、あまり関心がないとかそういう人は使わなくてもいいんですけど、

どちらかというとそんな中でも分からなくて、「知らない、分からない」っていう人もおられるん

ですよね。そういう人たちはこの要綱は「こんなものには使えるんだよ」っていうのまで訴えて

いただいたらですね。「あっ。」とやっぱり気づかれると思うんですね。 

せっかくこういった人づくりに貢献するものを作っても利用されなければ何もなりませんので、

そういった視点を捉えまして、できたら活動例なんかも訴えていって、行っていただければあり

がたいと思うんですけど、そういったことは可能でしょうか。できないでしょうか。できたらや

っていただきたいと思うんです。この点いかがでしょう。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

まず、現状の取組の説明をさせていただきたいと思います。利活用しやすい環境づくりの取組

でございますが、補助金を活用するためには補助金申請、それから事業計画書などの書類を必ず

作成していただく必要がございます。申請を希望される方の中には、申請書の作成などに不慣れ

な方もおられると思いますので、申請書作成のサポートや事業計画書のアドバイス等、担当職員

が随時、相談を受付けている状況でございます。 

議員御質問のその後の利活用の例ということでございますが、本補助金の活用実績を広報あし

やに掲載することなどによりまして、補助金対象となる事業がイメージでき、補助金を活用して

みようと思ってもらえるよう取り組んでまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

松岡議員。 

○議員 ７番 松岡  泉君 

この要綱が活用されることを願っております。 

総合振興計画の中にしっかりとそういった人づくり、発掘・育成について掲載されて、それを

目標に町は頑張っているところであります。そういったことを踏まえて、施策のほうもいろんな

この計画を実現するための具体的な施策を逐次いろんなところで発揮していいただきたいと思う

んですね。これは議会のほうもそういったことで真剣に考えていかなくてはならないし、執行部

側にとってもそういった施策を次から次から展開していただきまして、この６次の振興計画が確
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実に実現される中で、町が潤っていくことを期待しまして私の一般質問これをもって終わります。 

○議長 内海 猛年君 

以上で、松岡議員の一般質問は終わりました。 

次に６番、本田議員の一般質問を許します。本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

皆様、おはようございます。６番、本田です。件名は１件です。通告書に沿って質問させてい

ただきます。 

今年３月に第９期芦󠄀屋町高齢者福祉計画が策定されました。この第９期芦󠄀屋町高齢者福祉計画

は令和６年度から令和８年度までを計画期間とし、その計画期間の中心となる令和７年度には団

塊の世代が７５歳以上となり、高齢化社会を迎える重要な時期となってまいります。御存じのよ

うに我が国では、高齢化の進行により２０２５年には後期高齢者が２，０００万人を突破すると

言われており、芦󠄀屋町においても後期高齢者が２，４００人を超え、人口に占める後期高齢者は

１９％を超えると予測されております。また後期高齢者の増加に伴って、要介護者や認知症の方

も増加することが予測されております。 

今年の３月末をもって第８期高齢者福祉計画が終了し、新たに施策の実施状況や効果を検証さ

れ、福岡県高齢者保健福祉計画や福岡県介護保険広域連合が策定する第９期介護保険事業計画と

の整合性を図りながら、地域包括ケアシステムのさらなる深化を図るために、第９期高齢者福祉

計画が策定されたことにより、芦󠄀屋町に生まれ育った人はもとより、芦󠄀屋町以外で生まれ育った

人もついの住みかとして芦󠄀屋町に住居を構え、安心した日々の生活が営まれることを望むもので

あります。今後さらなる高齢者の人口が増加することが予測されており、高齢者を取り巻く環境

は近隣住民との関係性や自治体との問題と、課題は多岐にわたっております。 

そこで計画の策定といつまでも住み慣れた地域で暮らせる町あしやを目指し、その重要な時期

を迎えるに当たって実施されたアンケートで見る芦󠄀屋町の高齢者の現状から、アンケート結果に

基づく現状や課題と、今後の福祉計画と地域住民の交流の場として、自治区で開催されているサ

ロン事業のことについてお尋ねをいたします。 

要旨１としまして、芦󠄀屋町高齢者福祉計画の策定について。 

高齢者福祉に関する住民アンケート調査され、住民の意見の把握や反映に努めたと記載があり

ますが、高齢者福祉計画の策定過程において地域住民の声がどの程度反映されているのかについ

てお尋ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

執行部の答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 



- 18 - 

 

お答えいたします。 

高齢者福祉計画の策定に当たりまして、２種類のアンケート調査を参考としております。 

１つは介護保険広域連合が実施しました高齢者生活アンケートです。これは６５歳以上の要介

護認定を受けていない人を対象としておりまして、要支援、要介護になるリスクが高い人を把握

するとともに、生活機能や日常生活の状況を調査することを目的としております。アンケートは

毎年実施されておりますが、対象者は芦󠄀屋町の６５歳以上の人口の１０分の１を無作為で抽出し

ております。 

なお、計画策定に参考としましたアンケートは令和５年度に実施したもので、３４９人に対し

発送しまして、回答数は１７６人、回答率は５０.４％となっております。 

２つ目は今回の計画策定のために実施した高齢者福祉に関するアンケートです。計画策定に必

要な基礎データを収集・分析することを目的に実施しております。対象者は６５歳以上の人１，

５００人を無作為に抽出しております。回答数は８４６人で、回答率は５６.４％でした。令和５

年９月末の高齢者人口が４，２７４人であるため、約１９.８％の方の意見を聞くことができてお

ります。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

一般的にアンケートの回答率の平均は３割程度と言われておりますので、半数を超える回答率

は対象者の意向が十分に反映されているものと思われます。 

そこで要旨２になりますが、地域の課題やニーズについて。 

高齢者福祉計画に盛り込まれた具体的な内容には、どのようなものがあったのかについてお尋

ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

アンケート結果を踏まえて、計画では７つの課題として抽出しました。 

１つ目は健康についてです。健康について知りたいことの設問で、「がんや生活習慣病にならな

いための工夫」、「望ましい食生活」などの回答が多かったことから、いかにして健康づくりに意

識づけを行っていくかが課題であります。 

２つ目は介護予防についてです。地域づくり、健康づくり活動の設問では、「既に参加してい

る」、「参加してもよい」など積極的な参加意向が半数を少し上回っておりますが、同数程度で「参
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加意向がない」との回答であるため、どのように参加意向に意識を向けるか、または自宅ででき

る取組をいかに普及するかが課題となっております。 

３つ目に在宅生活の支援についてです。アンケートでは炊事、洗濯、掃除、ごみ出しなど身の

回りのこと、外出時の移動手段のことなどに関して高齢になるほど困っているとの結果が見られ

ました。今後、高齢者の一人暮らし世帯や高齢者のみの世帯が増加することが見込まれており、

今以上に日常生活の困り事の解決や介護保険制度では対応できないごみ出しなど、生活支援を必

要とする人が増えてくることが予想されます。高齢者の日常の付き合いでは、「あいさつをする程

度の人がいる」、「付き合いはほとんどない」といった地域での結びつきが少ない方が４割程度存

在しております。そのため、地域での結びつきを強めていくことが重要でございます。また、将

来介護が必要になった場合の介護意向については、「自宅に居住したまま、必要な介護サービスや

家族による介護を選択しながら介護を受けたい」という意向が大きくなっており、在宅医療や介

護サービスを推進することが求められております。 

４つ目は認知症についてです。認知症についての不安や心配事についてでは、「家族を含めた周

囲への迷惑」、「認知症への不安」、「予防の方法」、「認知症への対応や介護の仕方」などが主な回

答として上がりました。そのため認知症に関する正しい知識の啓発が必要です。また本人や家族

が不安にならないよう、相談体制を充実させていくことも必要となっております。 

５つ目は安心・安全についてです。回答者の２割弱、特に女性や８５歳以上の高齢者の多くで、

災害時に１人で避難できないなど災害時における不安を感じているため、避難場所を含めた災害

に対する情報のさらなる提供を行い、災害に対する理解を深めていくことが急務となっておりま

す。 

６つ目は社会参加と生きがいづくりです。今後やってみたいことでは、「健康づくりや運動など

体を動かす活動」、「趣味の活動」といった社会参加の充実が求められております。高齢者が積極

的に社会活動や地域活動に参加することは健康づくりや介護予防にもつながります。そのため自

治区や老人クラブ、ボランティア活動などの地域活動への参加促進など、高齢者の生きがいづく

りを進めていくことが必要でございます。 

７つ目は高齢社会対策への総合的な取組です。高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らしてい

ける社会づくりに向けた施策として、最も重要度が高い取組としましては、「外出しやすい環境の

整備」、次いで「高齢者に対する犯罪や消費者被害、交通事故防止の対策」となっているため、こ

れらの施策の充実も図っていく必要がございます。 

以上になります。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 
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○議員 ６番 本田  浩君 

今、７つの課題をお聞きしました。その中の１つに在宅生活の支援についてがありました。在

宅支援は地域での支え合いが重要となる中で、課題の潜在化や孤立化が危惧されています。芦󠄀屋

町ではあしたの会をはじめとする様々な住民主体の取組が進んでおりますが、町としては今後ど

のような形で住民主体の活動を支援していく計画があるかについてお尋ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

課題の３つ目でも触れましたが、地域での結びつき、互いに助け合える地域づくりを進めてい

くことが重要となります。そのため、住民同士の支え合いを進めるため社会福祉協議会と連携し、

住民主体の生活支援の推進及び実施主体への支援を行うこととしております。社会福祉協議会に

配置しております生活支援コーディネーターを中心に地域の課題を把握し、あしたの会など在宅

福祉ボランティア活動を支援するほか、あしたの会が実施しているサービスの強化等を図ってい

くこととしております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

芦󠄀屋町の高齢者の施策の向上に資することを目的として必要な基礎データを収集し、分析をさ

れている中から、人口構造や世帯数や要介護等認定者数の項目では、人口は減少傾向で高齢化率

は毎年上昇し、世帯数は横ばいで高齢者の一人暮らしが年々増加の傾向となっています。このよ

うな現状から高齢者や障害者の生活支援について、具体的な取組は何が予定をされているのかを

お尋ねいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

一人暮らしの高齢者、高齢者のみの世帯が安心して生活していくためには、高齢者の生活状況

や心身の状態にマッチした多様なサービスの提供が必要となります。新たな取組というよりは、

現在のサービスを必要な人に的確に届けることが重要であります。 

現在も実施している高齢者等配食サービス事業、介護用品給付サービス事業、高齢者等寝具洗

濯サービス事業、緊急通報システム事業、救急医療キット給付事業、高齢者等住宅改造助成事業

などの事業を福祉サービスガイドなどで広く周知するほか、ケアマネジャーや民生委員などに制
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度を周知することによりまして、高齢者宅を訪問したときなどにサービスを案内し、必要なサー

ビスの利用につなげることとしております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

芦󠄀屋町の高齢者福祉に関わる公的社会資源の現状はどうなっているのかについてお尋ねをいた

します。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

芦󠄀屋町内には令和５年９月時点の公的社会資源としまして、芦󠄀屋町地域包括支援センターのほ

か、居宅介護サービス事業所が２０事業所、居宅介護支援事業所が６事業所、グループホームな

ど地域密着型サービスが７事業所、特別養護老人ホームが２事業所、介護老人保健施設が１事業

所あります。 

また医療機関としましては、芦󠄀屋中央病院のほか診療所が６施設、歯科医院が４施設、調剤薬

局が４施設あります。 

有料老人ホームが、そのほか６施設ありまして、サービス付き高齢者住宅１施設あり、老人憩

の家こちらが３か所ございます。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

住民の方にお聞きしましても、入所の際に空きがなくて待機しておかないといけないといった

声はほとんどお聞きしておりませんので、必要にして十分な事業所があることが推測されます。 

それでは要旨の３に移ります。アンケートの回答について。 

アンケート等で見る芦󠄀屋町の高齢者の現状から、介護の必要度についての項目からは「介護の

必要度について何らかの介護が必要」は９.７％とあり、「広域連合の９.１％より若干多くなって

いる」とあります。この介護が必要となる方を少しでも減少させる方策は何か考えておられるの

かお尋ねします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 
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○福祉課長 智田 寛俊君 

介護が必要となる状態になることを防止するためには、その状態になる前に予防することが重

要でございます。高齢者の健康状態と要介護状態の間にある虚弱状況であるフレイルの状態を早

期に発見し、予防することが重要であります。 

対象者を把握するために毎年、介護保険広域連合が行っているアンケートを活用いたします。

アンケート結果で閉じこもり、鬱、認知症などの項目に該当した要介護状態になるおそれのある

高齢者を訪問することで、介護予防の勧奨を行います。また高齢者アンケートを未提出の方につ

いても訪問し、生活状況や困り事がないか等話を伺うこととしております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

住民の将来の生活での不安を感じる項目として、令和２年の調査と比較した項目としましては、

生活費や老後の備えなど、自分の健康や病気、またそれにより将来介護を必要とする状態になる

ことなどは増加しております。この項目は人生１００年時代を考えたときには、今後増加傾向が

続くのではないかと考えております。町としてはどのような対応を考えておられるのかお尋ねし

ます。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

生活費や老後の備えや自分の健康や病気、またそれらにより将来介護を必要とする状態になる

ことについては誰しもが不安に考えることだと思います。老後の備えについては町としてできる

ことはありませんが、健康については定期的な健康診査、健康相談、健康教室などにより高齢者

の健康づくりを進めてまいります。 

また介護については介護が必要な状態になることを早期発見するため、先ほども説明しました

介護保険広域連合が毎年実施しているアンケート調査から要介護状態になるおそれのある高齢者

を把握しまして、訪問を行うことで介護予防につなげてまいります。また介護状態になることを

予防するため、自治区公民館体操、いきいき昼食会、認知症予防教室など事業を推進するととも

に、自宅でも介護予防ができる健康体操のＤＶＤを作成しておりますので積極的に配布していき

たいと思っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 
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本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

健康について知りたいことの項目では、「認知症の予防について」が４７.９％で最も多く、前

回調査よりも希望者が増えた結果となった回答になっています。回答者のほぼ半数の方が御自分

の持っている知識をより以上に予防について学習したいとの要望が示された数字になっているか

と思われます。このことについて町の対応は御検討され、どのような計画をされているのかお尋

ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

認知症に関する施策は、今後より一層重要になってくるものと町としても認識しております。 

まずは認知症について正しく理解していただくことが重要でございますので、認知症普及啓発

映画上映会や認知症サポーター養成講座を引き続き実施してまいります。特に講演会を以前行っ

ていたんですけれども、映画上映会に変えてから参加者が増えてきておりますので、開催周知を

積極的に行い、さらに参加者が増えるよう努めたいと思っております。また、認知症サポーター

養成講座も出前講座の１つとして実施しています。地域の皆さんが一緒になって学習する機会を

持っていただきたいと思っております。 

予防については体操、食事、生活習慣改善、口腔ケア、音楽療法など様々な内容を取り入れた

認知症予防教室やいきいき昼食会などを開催しております。近年は参加者も増えており、住民の

皆さんの関心が高くなっていることを実感しておりますので、さらなる参加者増に向けて周知を

行ってまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

認知症に関する施策が近年、参加者の増加傾向となっていることをお聞きしました。これは町

の担当課のたゆまぬ努力のおかげかと思います。 

次に社会参加・生きがいについてお尋ねします。 

前回調査と比較して「あいさつをする程度の人はいる」が６.６％増加し、「親しく付き合って

いる」が５.２％減少しております。現状、自治区の加入率は減少傾向にあるかと思いますが、個

人の御近所付き合いが希薄化していく中にあって、地域のグループである自治区の加入率の減少

となっていくと高齢者の孤立化が想定されておりますが、どのような対応策を計画されているの
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かお尋ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

自治区加入率の低下という課題解決に関連して、区長や役員、組長や区民の負担を軽減するこ

とをテーマとして、例月の区長会で現在話合いをしているところです。組長や区民の負担が軽減

できれば、自治区活動における課題がかなり改善されますので、加入率の低下に歯止めがかけら

れると考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

ぜひ加入率の低下に歯止めがかかり、自治区活動の課題が改善されることを思うわけですが、

近年、地域社会の結びつきが弱まっている傾向があるかと思います。このことが高齢者と地域住

民との信頼関係や支え合いの減少につながっているのではないかと考えております。 

そのような内容に焦点を当てた項目として、地域の助け合いやボランティア活動などに参加す

るために必要な取組と今後やってみたいことについて、地域の助け合いやボランティア活動など

に参加するために必要な取組については「ボランティア活動に関する情報をもっと提供する」が

増加しております。今後やってみたいことについては「特にない」が大きく増加しております。

また、自治区の活動は前回調査の半数以下となっております。この内容をどう分析され、今後の

計画を策定するに当たって活用されているのかお尋ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

地域活動への参加は高齢者の生きがいや介護予防につながるため、町としても積極的に様々な

地域活動への参加を支援していきます。 

ボランティア活動に関する情報の提供としましては、ボランティア活動センターの登録団体紹

介の冊子を作成しているほか、ボランティア活動センター通信はまゆうを年４回作成し、区長会

に依頼して回覧板にて町民に対するボランティア活動の周知に努めております。また広報あしや

にも年４回ボランティア活動を紹介し、情報提供を行っているところです。 

また、今後やってみたいことで、「特にない」が大きく増加していることは誠に残念であります。

地域での見守りや孤立化を防ぐためには町民同士の交流や関係づくりが大切ですので、自治区や
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老人クラブなどの活動に参加してもらうよう努めたいと考えております。特に老人クラブにつき

ましては、広報あしやのほか敬老会で活動紹介を行うなど、今後も加入促進に努めてまいりたい

と思っております。 

なお、自治区の活動につきましては、区長や組長の仕事は高齢者には大きな負担であろうと感

じている方が多いと認識しております。このため、先ほど環境住宅課長が申し上げましたように、

組長や区長の負担が軽減できれば自治区活動における課題が改善されますので、加入率の低下に

歯止めがかけられるのではないかと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

次に就労についてなんですが、働いていない理由では性別では男性が、「働きたいが、働く場所

や機会にめぐまれないから」が多くなっております。年齢別では全体の５３.３％に該当する６５

歳から７９歳で、「働きたいが、働く場所や機会にめぐまれないから」が多くなっています。 

高齢者能力開発事業については複数回答ではありますが、「知らなかった」が１３.８％あり、

「知っているが、登録したことはない」が７３.８％と高い数字を示しております。知らなかった

と答えた年齢別では６５歳から６９歳が最も多くなっております。このことは知っていれば登録

をしたかもしれないことや登録をしていれば働いていたかもしれないにつながっていくのではな

いかと考えるのですが、いかがお考えかお尋ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

高齢者能力活用事業については、近年登録者が減少している現状があります。よって、広報あ

しやにて事業の紹介、登録者を募る記事の掲載回数を増やして、周知に努めているところでござ

います。 

また、業務委託先である芦󠄀屋町社会福祉協議会においても勧誘を行っておりますが、登録者の

増にはつながっておりません。今後は高齢者を対象としたイベント等でチラシを配布する等、さ

らなる周知のほうに努めていきたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 
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次に認知症について。 

認知症についての不安や心配事として、「自分が認知症になったとき、家族を含め周囲に迷惑を

かけないか心配である」と回答された方が５８.７％であり最も多く、次に、「将来自分や家族が

認知症にならないか、漫然とした不安を感じる」が４７.５％となっており、「認知症をどのよう

に予防したらいいか分からない」が２７.８％となっております。 

不安なことがさらなる不安を生んでくるのではないかと思っております。町としては検討策を

どのように考え、計画をされているのかお尋ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

認知症に対する不安を持つことは、年齢を重ねるに従って皆さんに生じるものだと思います。

先ほども答弁いたしましたが、まずは認知症に関する正しい知識を持ってもらうことが重要でご

ざいます。認知症になった方がその人らしく地域で生活するためには、若い方も含め認知症を正

しく理解し、地域で見守る体制をつくっていく必要があります。そのため、認知症の普及・啓発

に努めてまいります。 

また、町としましては、５名の職員が認知症地域支援推進員の研修を受講しまして、相談体制

の充実に努めております。老人憩の家の健康相談時や高齢者宅に訪問した際など、様々な場面で

相談に応じてまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

安全・安心な暮らしについて。 

災害時の１人で避難については、「１人で避難の必要性を判断し、避難できる」が６３.１％で

最も多く、「避難の必要性は判断できるが、１人では避難できない」が１７.５％となっておりま

す。令和２年の調査と比較をしますと、「１人では避難の必要性を判断できないし、避難もできな

い」が２.８％から５.４％と約２倍に増加しております。このような判断ができなく、避難もで

きないと回答された高齢者の対応にはどのような手だてを計画されているのか、お尋ねをいたし

ます。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 
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戸別受信機によっていち早く正確な情報を住民に周知しますので、判断に迷うときは指示に基

づき避難していただきたいと思っております。また１人では避難することが難しい方については

避難行動要支援者名簿の登録を勧め、名簿を地域や民生委員に提供することで情報を共有し、地

域での平常時からの見守りや関係づくりに活用してまいります。 

災害時における要支援者に対する避難支援体制が地域で構築されるよう、昨年は避難訓練に自

治区に参加していただき意見交換を行っております。現在、避難行動要支援者名簿の登録は、対

象者１，９７０人中４９５人の２５.１％となっております。個人情報でございますので本人の同

意が必要になりますが、こちらの登録の重要性を今後も引き続き啓発し、登録の増に努めたいと

考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

次に介護についてですが、介護を受ける場合に受けたい介護の項目では、「自宅に居住したまま

必要な介護サービスや家族による介護を選択しながら介護を受けたい」が４０.２％で最も高く、

次いで、「分からない」が２２.６％となっています。その中に自宅で介護を受けたいと思う理由

として、「家族と一緒に過ごしたいから」が６８.５％で最も多いのですが、前回調査時との比較

では４.４％減少しており、「住み慣れた家を離れたくないから」は４.４％増加をしております。

この現状はどのように分析されているのかをお尋ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

家族と一緒に過ごしたいとの意見が減少した背景には、単身の高齢者世帯が増加していること

が１つ要因であると考えられます。また、終末期において自宅で療養したいという回答について

は、在宅医療・看護のニーズが増えてきていることを表しております。 

町ではこのニーズに応え、在宅や施設におけるみとりの取組が推進されるよう、遠賀中間地域

在宅医療介護連携推進協議会において効果的な取組を検証し、推進していくようにしております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

次にコロナ禍における暮らしについて。 
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コロナ禍の生活で困っていることで、心身の健康面との悪化を回答した方に聞いた中では、「足

腰の筋力・歩く速度の低下」が６7.１％で、７割近くの人が実感している回答が出ております。

この回答を受けた町としては、足腰の筋力・歩く速度の低下を防ぐ方法や回復させる方法などを

どのように計画されているのか、お尋ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

町としましては、フレイル対策としての介護予防事業に力を入れてまいります。具体的には、

自治区公民館体操や地域のサロン事業の実施地区の拡大を目指します。また自治区公民館体操の

自主運営化を推進するため、体操サポーターの育成にも取り組んでまいります。 

またコロナ禍以降は外出の頻度が減少した高齢者も多いと思います。自宅においても筋力低下

を防止することができるよう、先ほども答弁しましたが健康体操ＤＶＤ、こちらを広く配布して

いきたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

先ほど来から、課長のほうからＤＶＤを広く配布したいと２回も回答いただいておりますので、

ぜひ広く配布していただけたらなと思っております。 

次に高齢社会対策への総合的な取組について。 

高齢者が住み慣れた場所で安心して暮らしていける社会づくりに向けた施策の満足度と重要度

についての１１項目の質問があり、満足度と重要度の相関を見ると、重要度は高いものの満足度

が低い施策としては、外出しやすい環境の整備、高齢者向け住宅や移設の整備、高齢者に対する

犯罪や消費者被害、交通事故防止のための対策などが上がっております。 

施策の展開においては交通手段の１つでもあります、芦󠄀屋町の巡回バスの今後の在り方につい

て検討していく記載がありますが、どのような内容で検討されていく計画があるのか、またここ

数年で取り組まれたことや、今後検討し計画されている内容はどのようなものがあるのかについ

てお尋ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

芦󠄀屋町巡回バスについては、令和４年３月に策定した芦󠄀屋町地域公共交通計画で、持続可能な
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公共交通の確保維持と地域住民の利用状況やニーズに沿うため、高齢者を中心として利用者の満

足度を図ることとしています。そして芦󠄀屋町巡回バスの３路線化後の状況を適宜把握しつつ、既

存の公共交通との共存を前提とした便利さと民業圧迫のバランスに十分配慮しつつ事業を進める

こととしています。 

また、大学教授や九州運輸局、交通事業者代表などで構成する芦󠄀屋町地域公共交通活性化協議

会において毎年事業報告を行っており、その際に御意見やアドバイスをいただき参考にさせてい

ただいております。ここ数年の取組としては、令和２年度から芦󠄀屋コース・山鹿コースの２路線

から、北コース・東コース・南コースの３路線に拡大しております。今後の計画ですが、利用者

が休憩できるよう今年度は５か所のバス停にベンチを設置する予定です。 

最後に、今後の検討事項ですがこれまでと同様、１周５０分を基本としながら利用者のニーズ

に合わせ、バス停の増設や各コース内の運行ルートの変更などを適宜検討してまいります。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

今お聞きしましたバス停の増設は、足が悪く、身近な距離でも歩くことが難しくなってきてお

られる方にはうれしい検討事項だと思います。ぜひ、実現可能な内容で検討していただきたいも

のであります。 

今までアンケートに基づく取組についてお聞きをしましたが、高齢者福祉計画について住民の

多様なニーズに対応するための柔軟な取組については、どのように考えておられるのかをお尋ね

をいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

高齢者福祉計画内で把握しました課題につきましては、計画において基本目標を立てて施策を

展開してまいります。計画に計上していない案件が発生した場合でも柔軟な対応ができるよう、

個別に都度都度検討していきたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

地域住民と町が連携をし、高齢者福祉の推進に向けた取組にはどのようなものがあるのかにつ
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いてお尋ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

高齢者福祉も地域福祉という大きなくくりの中の一つでございます。地域福祉とは、それぞれ

の地域において人々が安心して暮らせるよう、地域住民や公私の社会福祉関係者がお互いに協力

して、地域社会の福祉課題の解決に取り組む考え方でございます。 

本日、私、答弁した様々な町の取組は地域住民の協力なくしては達成できません。町は高齢者

福祉を進める施策を提案し、実施します。高齢者の方は自分のできる範囲で構いませんので、可

能な限り参加していただきたいと思っております。また、町としましては実施する施策の情報発

信に努めなければならないと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

地域住民が主体となる施策としてサロン事業があるかと思います。 

要旨の４としまして、サロン事業についてお尋ねします。 

現在開催されているサロン事業は、３０地区全体での開催にはなっていないかと思います。こ

のような現状の中で開催がされていない自治区の方の中には、他の地区で開催されているサロン

事業に参加されたい方もいらっしゃるかと思います。各自治区で開催されているサロン事業を拡

大し、合同で開催するサロン事業のモデル地区をつくったほうがいいのではないかと思っており

ますけれども、いかがお考えかお尋ねします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

現在、サロンとして登録している団体は２４団体であります。休止している団体もありますの

で、実際は２２団体が活動しております。町としましても、このサロン事業の拡大は重要な施策

の１つと考えております。 

今、本田議員から提案のありました合同で開催するサロンについては、１団体から「検討して

いる」と話が既に出ております。制度上も２つ以上の自治区での合同開催ができないものではあ

りませんので、積極的に支援していきたいと思っております。また、ほかの自治区でもそのよう

な要望がないのか、全サロンの代表者が集まるサロン交流会がありますのでその際に意向を確認
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したいと思っております。 

またサロン事業の拡大については開催する側の負担もあるとは思いますが、実施回数の増加も

検討していただきたいと思っております。通いの場の目的は「高齢者が外出する、会話する、笑

顔になる」です。世話人の方が何をするのか一生懸命考えなくても、ただ集まる自由な場所でい

いと思いますので、無理のない開催方法についても、町のほうから助言を行いたいと思っており

ます。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

各自治区ではサロン事業が推進され事業展開しております。運営費として今、各自治区のサロ

ン事業には芦󠄀屋町地域交流サロン事業補助金として年間３万６，０００円、または５万４，００

０円の運営費補助金が交付されております。 

しかしながらここ数年の物価高騰の中、今までと同額の経費では様々な準備をする際に、数年

前と同等の準備ができないことが懸念されております。そこで、今後この運営費補助金について

は増額変更の予定はないのかについてお尋ねをいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

補助金の増額については、必要に応じて物価高騰等も考慮すべきであると思いますので、各サ

ロンの意見を聞き、検討材料の一つとさせていただきたいと思います。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

本田議員。 

○議員 ６番 本田  浩君 

本日は、アンケート結果に基づく町の計画や取組状況をお聞きすることができました。 

現在高齢者を取り巻く問題や課題は多岐にわたって存在しております。地域社会の結びつきが

弱まってきている傾向がある中、高齢者と近隣住民との支え合いが減少傾向となり、社会全体で

はデジタル化が進んでおり、デジタル技術に不慣れな方は地域社会との結びつきが薄くなったこ

とと相まってさらには情報格差が生じ、高齢者のニーズに合ったサービスの提供を受ける機会が

少なくなっていることも考えられます。 

サロン事業については先ほどサロン交流会を活用していただいて、各自治区の開催手法を無理
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のない範囲で地域に拡大され助言を行いたいとの回答もいただきましたので今後に期待しており

ます。さらには地域社会から孤立した高齢者がないようにしっかりとアンケート結果を今後の施

策の活用に生かしていただき、住んでよかった芦󠄀屋町になることを願いまして、一般質問を終わ

ります。 

○議長 内海 猛年君 

以上で、本田議員の一般質問は終わりました。 

ただいまから、しばらく休憩いたします。なお、１３時から再開します。 

午前 11時 36分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後１時 00分再開 

○議長 内海 猛年君 

再開します。 

次に５番、萩原議員の一般質問を許します。萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 

５番、萩原です。通告に従いまして質問してまいります。 

件名１、洞山・堂山の整備について。 

洞山は２つの岩山が連なったとても珍しい島で、手前はお堂の堂山、空洞を見せているのが洞

穴のある洞山で名勝奇岩を形成し、古くから芦󠄀屋町のシンボルでもあり、磯遊びや釣り場として

多くの方に親しまれている場所でございます。そのため町は、第６次芦󠄀屋町総合振興計画の実施

計画で洞山そして堂山の整備事業を進めております。それでは、この洞山の整備についてこれか

ら質問してまいります。 

要旨１、洞山・堂山の整備は、令和４年度の実施計画の新規事業として上がってきたかと思い

ます。事業の概要は、「洞山・堂山と柏原漁港の一帯を海洋性レクリエーションエリアと漁港エリ

アに区分し、観光客にとって更なる利便性の向上を図る」となっています。令和４年度の計画は

自治区との協議と関係団体との協議で、令和５年度の計画は今後の進め方について協議するとな

っております。どのような協議が行われたのか、お尋ねいたします。 

○議長 内海 猛年君 

執行部の答弁を求めます。産業観光課長。 

○産業観光課長 浮田 光二君 

令和５年度の洞山・堂山、こちらの協議の内容ということになりますけども、今、議員のほう

もおっしゃいましたとおり、洞（堂）山は２つあります。手前のほうがお堂の堂山ということで、

奥が洞穴のある洞山ということになっています。こちらの洞（堂）山につきましては、第２期芦󠄀
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屋町観光基本構想におきまして、観光客にとって魅力向上につながる検討を行うということとな

っております。令和５年度におきましては、実施計画にありますとおり、今後の進め方について

協議を行いました。協議を行いました結果、この２つの洞（堂）山、こちらは古くから地域の方

に親しまれ守られてきた場所でございます。そのため整備の方針等は、地域の方々の御意見をよ

く伺った上で検討を進めていくことが重要であるという結論に至っております。このことを踏ま

え、令和６年度の実施計画に計上しまして、さらに検討を進めることといたしております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 

進めていっていただけるということですけども、今年度、令和６年度はですね、洞山・堂山の

整備検討となっています。期が始まったばかりですがどのような進め方をされているのか、何か

少しお話がいただければよろしくお願いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

産業観光課長。 

○産業観光課長 浮田 光二君 

令和６年度につきましては、実施計画でこの２つの洞（堂）山ですが、整備検討を行っていく

ということになっております。令和５年度の検討において、洞（堂）山の整備については地域の

方々の御意見をよく伺った上で検討を進めていくことが重要であると結論に至ったことから、今

年度は柏原区及び柏原区に属する関係団体、遠賀漁協柏原支所等に意見聴取を行う予定としてお

ります。この御意見を踏まえまして、令和７年度の実施計画に反映をさせていきたいと考えてお

ります。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 

近く自治区・関係団体へのヒアリングをされるということですので、是非とも地域の声を集約

し整備検討を進めていただきたいと思います。 

それでは、私からも今後の洞山・堂山の整備について大枠３点ほどお伺いしたいと思います。 

まず１点目、お堂の堂山前の駐車場及びその周辺の整備についてです。 

この場所は磯遊びや釣り場として親しまれ、特にオンシーズンの土日は多くの方が訪れていま

す。先週の土日もお天気が良かったので私も様子を見に行きましたけども、駐車場の区画が少な
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いため１列しかないんですけど２列目にきれいに停めている方もおられたものの、自由に停めら

れている方もおられて、あの場所には「ごみのポイ捨て禁止」という看板もあるんですけど、そ

こにもう全然見えないような状態で停めている方もいらっしゃってですね、堂山前には新しい看

板も設置していただきました。また、平家ゆかりの地として堂山の石塔群を見学される方も多く

なっていると聞いております。 

ただ舗装されていない砂利が凸凹になっているんですね。歩きにくい場所もあります。私はあ

の場所が堂山に来られた方をお迎えする正面で大切な場所、きれいにしておいていただきたい場

所であると思っております。さらには漁協さんの管理地と混在する堂山ですが、周辺の除草や樹

木の管理などの環境整備、来訪者の安全や利便性の向上などで駐車場及びその周辺の整備が必要

ではないかと考えますが、今後検討する考えがあるのかお尋ねします。 

○議長 内海 猛年君 

産業観光課長。 

○産業観光課長 浮田 光二君 

堂山の駐車場の付近ということで今、御質問がありましたが、洞（堂）山エリアは天気の良い

休日を中心に多くの方が訪れている状況となっております。釣り客の割合が高い状況ですが、磯

周りや風景を楽しみに来られている方も多くおられます。先ほど議員もおっしゃったとおり駐車

場の状況ですけども、現在は漁港フェンス側沿いに１列と言われていましたが、２０台の駐車場

を今、整備されているところです。 

しかし、休日など来訪者が多い日は歩道沿いや先ほどいったお堂の登り口からその周辺ですね、

無造作にといいますか、整理された形ではなくて車が駐車されているという状況が発生しており

ます。また、駐車スペースでない漁港区域との仕切りフェンス沿い、こちらにも駐車されること

がございまして、出入口が塞がれ漁師の方の仕事に影響することもあると伺っております。今後

は状況を把握しまして、駐車台数の拡充や駐車禁止のスペースを設けるなど来訪者の安全面にも

配慮した対策を検討してまいりたいと考えております。 

次に質問の中で草刈りという管理的なお話もありましたので併せてお答えしますと、このお堂

の周りの堂山、駐車場周辺の管理につきましては町有地である堂山周辺の草刈りを年に数回、併

せてそちらのほうに捨てられたごみ等も合わせて定期的に収集を行っております。今後も同様に

こちらのほうは継続してまいりたいと思っております。また、町が管理する樹木も倒木や支障木

が発生した場合は、随時処理を行っているところです。 

以上でございます。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 
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○議員 ５番 萩原 洋子君 

少し前より除草もしていただきまして、あそこをお掃除していただいている地域の方もいらっ

しゃって随分きれいにはなっております。漁協との管理地が混在しているとこもありますので、

ぜひ皆さんといろいろと協議しながら、あそこの整備を進めていただきたいと思います。 

２点目はですね、洞穴のある洞山における利便性の向上について質問させていただきます。 

令和３年第３回定例会の一般質問で海岸側に遊歩道を設置する提案を行っているところではあ

りますが、洞山観光するためには漁港フェンス側から徒歩で行くのが一般的かなと思います。そ

こに今、車止めがしております。そこで町民の方からの御相談もありまして、観光客の利便性の

向上を目的に車止めの撤去を検討するお考えはないか、今回、検討していただきたいということ

で質問させていただきます。 

先週の日曜日、魚釣りのお客様もたくさん来られていまして、少し聞いてまいりました。魚釣

りの方は、「距離的にはそこまで負担ではない。ただ、横に駐車場があればそれは便利だけど。」

というお話がありました。一方で高齢の方や足の不自由な方はやや、やっぱり遠いのかなと思い

ます。少し前に高齢者の皆様がマイクロバスで４０名ぐらいの方が石塔群のほうを見学にお見え

になったそうです。一緒に洞穴のほうも見たかったそうなんですが、「奥まで入れないということ

もありますし、岩が滑るということもありますので残念でしたが諦めました。」という話をお伺い

をいたしました。 

このように観光客の方の利便性の向上のため、車止めの撤去というのも整備検討に上げてもい

いのじゃないかと思っています。ただ、車止めの撤去は夜間帯における安全面の問題、ごみの投

棄、車同士の離合の問題など課題も多く十分あることは存じております。しかし、狩尾のほうに

ある自動ゲートで夜間帯は入れないようにするという方法もありますし、皆さんがどれほどのニ

ーズがあるのか試験的に開放してみるという方法もあるんじゃないでしょうか。洞山が本当に県

内でああいった洞穴がある海蝕洞は県内２か所しかございません。芦󠄀屋町のシンボルでございま

す。多くの方に観光に来ていただきたいというのは多分、町の皆様も同様のお考えかと思います。

魅力ある洞山に皆さんが来ていただけるよう、ぜひ今後、整備検討のテーブルに上げていただけ

ればと思いますが、その点についてお尋ねいたします。 

○議長 内海 猛年君 

産業観光課長。 

○産業観光課長 浮田 光二君 

今、お話のありました車止め。ちょうどお堂の堂山の隣、フェンスとの境のところに車止めを

設置して車は一応入れないような状態になっております。こちらの車止めは平成２７年度に海洋

性レクリエーションエリアと漁港エリアの区分を行うためのフェンスの設置を行った際に、安全
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対策の一環として車止めが設置されたということになっております。 

少し関係者にもこの開放についてお話を僕も伺ったんですけど、やはり先ほど議員がおっしゃ

ったようなごみの問題であるとか、防犯的な話、このあたりも少しお話も出ていました。この開

放はそのように防犯、それと歩行者の安全、さっき道の話もありましたが、この辺の面もかなり

ありますので今後も関係者とよくお話をさせていただいて、御意見をもとに今後の整備状況と併

せて検討させていただければと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 

手前の堂山と奥の洞穴のある洞山の間の今、空き地なんでしょうか、そこの横のトイレも今後

撤去する予定になっております。あの場所も今後どういうふうに有効に活用していくか、多分整

備検討の中でも上がってくると思いますので、どうぞしっかりと御検討していただきますようよ

ろしくお願いいたします。 

３点目は洞穴のある洞山観光の安全と文化財についてお尋ねしてまいります。 

先日、洞山に行ってみると洞山の正面から見たら入れないようにロープが張ってあるかと思い

ます。そこの右側のほうにかなり大きな石、岩が４、５個落石しておりました。その落石でロー

プの上に落ちておりますので、ロープが垂れ下がっていたという状況があります。もちろん担当

課にもそのことをお伝えしておりますが、もしも近くに人がいたら命に関わるぐらいのレベルの

岩でございます。 

落石の影響かところどころ張ってあるロープも緩んでおりますので、あの場所はやっぱりイン

スタ映えする場所でもあると思うので、中に入ろうと思ったら入れますので、入って写真を撮ろ

うという方もおられるんじゃないかと思って、落石注意の看板はありますがあまり目立たないた

め、やはり安全面の心配がございます。ここは整備検討も当然されるということですけども、早

急な対応が必要な箇所ではないかと思うのですが、その点について町の見解をお尋ねいたします。 

○議長 内海 猛年君 

産業観光課長。 

○産業観光課長 浮田 光二君 

この２つの洞（堂）山、洞山・堂山の安全対策につきましては、平成２１年度に洞穴の保護の

ため洞山崩落防止工事を実施し、モルタル吹きつけ等の工事を行いました。また平成２６年度か

ら２７年度にかけて魚つき保安林の保護対策として福岡県が崩落防止工事を実施し、現在に至っ

ております。また、落石の危険性が高いエリアには立入り禁止のローピングを設置し、来訪者へ
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の注意喚起等を行っているところでございます。 

現在の状況を確認したところ洞穴の付近に落石が確認されており、ローピングの一部が破損し

ている状況となっております。町としましても洞穴の保護及び洞山全体の安全対策は重要なもの

と考えております。今後破損したローピングは早急に修繕を行い、洞穴の状態を確認していきた

いと考えております。また、洞（堂）山全体の状況も必要に応じた対応を考えてまいります。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 

今、洞（堂）山全体ですね、見ていただけるということなんですけども、またこの住民の方か

らちょっと御相談というか、お話があった件で少しお話をさせていただきたいと思います。 

洞穴のある洞山は県内に２か所しかない海蝕洞でもあるということを先ほど申し上げましたが、

もう１か所は国の天然記念物に指定されています糸島の芥屋の大門でございます。こちらは有名

でございまして、ここでお尋ねしたいのは町民の方から、「洞山も文化財の指定は受けられないの

か。」というご相談が先日ございました。ただ洞山はさっき課長も言われたように改修工事等を、

崩落防止工事ですかね、行っているということで私も聞いております。しかしながら、県に２か

所しかない海蝕洞でございます。洞山における文化財の指定について町の見解をお尋ねいたしま

す。 

○議長 内海 猛年君 

芦󠄀屋釜・歴史文化課長。 

○芦󠄀屋釜・歴史文化課長 新郷 英弘君 

それでは洞山ですね、ほこら、洞穴のほうの洞山の文化財指定について回答いたします。 

洞山は非常に珍しい海蝕洞ですね、海に浸食されたほこら、海蝕洞であり、町の景勝地として

も大変貴重な場所であると考えております。一方で先ほど産業観光課長も申しましたとおり、洞

山の洞穴はですね、モルタル吹きつけ等により崩落防止措置がとられています。 

このことは自然の働きによって形成された洞穴に人為的な措置がとられているということにな

りますので、このことによって、いわゆる天然記念物などの文化財的価値が著しく減じられてい

るということを考えております。そのような状況を勘案すると文化財指定は難しいのではないか

と考えております。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 
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私も文化財について素人ですが少し調べてみました。国・県指定がほとんどですが、例えば堂

山の石塔群は町指定の文化財となっております。町民の方から、「国・県は無理でも町指定という

ことはできないだろうか。堂山って本当に町のシンボルなので大切にしてほしい。」という話があ

りました。価値としての部分もあるかと思いますがその点についての見解をお伺いします。 

○議長 内海 猛年君 

芦󠄀屋釜・歴史文化課長。 

○芦󠄀屋釜・歴史文化課長 新郷 英弘君 

お答えいたします。 

芦󠄀屋町文化財保護条例には町指定史跡名勝天然記念物の条項があり、町にとって重要な文化財

的価値を有するものは、芦󠄀屋町文化財保護委員会の諮問・答申を経て、芦󠄀屋町が指定することが

できるようになっております。ただですね、町指定においても文化財的価値の判断というのは、

やはり国や県に準じるものでございますので、やはり指定は難しいんじゃないかと考えておりま

す。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 

文化財ということで指定は難しいということになりましたけども、町の景勝地であることに変

わりはありません。その場所が何らかの価値があるものになるように、ぜひとも取り組んでいた

だきたいと思います。 

最後に、町は今後、洞山エリアの整備について自治区や関係団体に意見を聞かれるってことで、

ぜひとも進めていってほしいと思います。また、閉鎖したままになっている旧海の駅ですかね、

こちらも以前から、「あのままになっているけどもったいないね。」という声を住民の方からお伺

いしております。今回自治区とか関係団体にお話を聞かれるということですので、そういったと

ころでお話が上がってくるんじゃないかなと私も期待しているところでございます。令和３年第

３回定例会で行った洞山、私は一般質問したんですけど、洞山・柏原漁港周辺の活性化について

質問をしたんですけども、そのとき町長が、「洞山を安心して遊べる公園地にしたい。」そういう

ふうに申されました。今回整備計画を進める上で洞山エリアが安全で魅力ある、そして、観光客

の方にとって利便性の高い、そんな整備計画が進んでいくことを要望しまして次の質問に入りま

す。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 
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○議員 ５番 萩原 洋子君 

件名２、インセンティブ交付金について。 

今日午前中にですね、本田議員のほうが高齢者福祉計画について多岐にわたる御質問をされて

おりました。私のほうは少しその点で絞って質問をさせていただきたいと思います。 

私は昨年から福岡県介護保険広域連合の委員として年２回の定例会に出席しております。そこ

で、保険者機能強化推進交付金、そして介護保険保険者努力支援交付金が今後の町の介護予防や

認知症対策に活用できるのではないかと考えまして、今回取り上げることにいたしました。また、

国は全国の県や市町村の介護予防、健康づくり等に資する取組を評価し、厚労省のホームページ

で公表しております。今回はその評価結果や認知症のリスク防止についても質問してまいりたい

と思います。 

要旨 1、保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援交付金の内容について、とて

も難しいので担当課長からしっかりと御説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

保険者機能強化推進交付金と介護保険保険者努力支援交付金について、その内容を全て話しま

すと結構長くなりますので、私のほうでもかいつまんでお話しさせていただきます。 

今、２つの交付金の話をしました。こちら、萩原議員からもありましたインセンティブ交付金

といわれるものでございます。高齢者の自立支援・重度化防止につながる取組を積極的に行った

県や市町村を評価し、その評価に基づいて自治体に交付金を支給するという制度でございます。 

令和６年度においては、国は県分と市町村分の合計として３００億円を予算措置しています。

国は交付金を配分するための評価指標を定めておりまして、全市町村は自らの取組等について評

価を行うことになっております。 

市町村の評価としましては、活動指標というものと成果指標というものがそれぞれ定められて

おります。活動指標は各自治体において自らの取組を振り返りながら自己評価するもので、成果

指標は国等に報告したデータ等に基づき客観的に評価されているものでございます。活動指標に

は、ケアプラン点検の実施割合や介護予防事業におけるアウトリーチ等の取組状況、介護予防事

業や保険事業との連携状況、通いの場参加者の健康状態の把握・分析、また、地域リハビリテー

ションの推進に向けた取組、生活支援コーディネーター等によるサービスの確保に向けた取組、

認知症に対する取組、在宅医療・介護連携の取組など多数の項目があり、その中で評価を行われ

ております。 

以上です。 
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○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 

何となく、少しお分かりになったかなと思います。各自治体がしっかりと努力したことで町の

ほうに交付金が落ちるというようなものなんですけども、それですぐに議会が終わりましてそう

いった交付金が町にも入っているんだろうかと思いまして、うちの予算書見ましたらそういった

項目は全く上がっておりません。確認したところ、介護保険広域連合の芦󠄀屋町が構成市町村のた

め、「直にはうちは入らないんです。」という話をお伺いしました。そこでお尋ねいたします。こ

の交付金の入る仕組みについて御答弁を求めます。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

交付金が入る仕組みについてお答えいたします。 

今、萩原議員言われましたとおり、芦󠄀屋町は福岡県介護保険広域連合に加入しているため、町

の予算にインセンティブ交付金が直接入ってくるものではございません。まずは介護保険広域連

合が収入いたしまして、その後、構成市町村がそれぞれ必要額を交付申請して交付を受けること

になります。 

インセンティブ交付金は、第１号被保険者に新たな負担を求めることなく地域支援事業が実施

できるという狙いのもと、２つの使途がございます。１つは地域支援事業の第１号保険料である

２３％部分に充当されます。もう１つは保険者機能強化推進交付金のみの使途になりますが、一

般会計事業という高齢者の自立支援や介護予防、重度化防止に資する新規事業や拡充事業に充当

することができるというものになっております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 

今この交付金の仕組みを御説明いただいたんですけども、厚生労働省は先ほどもホームページ

で掲載すると申し上げました保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援交付金の取

組状況の見える化を着実に実施する観点から、市町村の指標ごとの得点獲得状況をホームページ

に掲載しております。過年度の評価も見ることができまして、結構複雑で私も一生懸命見ました。 

平成３０年度から始まった保険者機能強化推進交付金の結果について、実は芦󠄀屋町は５２９点

と広域連合内で最高得点をとっております。その後少しずつポイントが下がったものの、令和４
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年度実績分の令和５年度の評価はですね、同じ第１号被保険者数人口３，０００人以上１万人未

満に該当する区分２、こちらは水巻町と遠賀町が同じ区分になります。岡垣町はまた区分が違う

んですけども、今回水巻町さんと遠賀町さんとの比較で、町内の中でちょっと比較させていただ

こうと思って見させていただきました。令和４年度実績、令和５年度の評価は芦󠄀屋町のほうがポ

イントが高く、全国平均も上回っておりました。 

しかしながら、令和５年度実績分の令和６年度評価では一転してですね、水巻町さん、遠賀町

さんよりもポイントを下げ、さらに全国平均を下回っている結果となっております。「これは問題

でしょう。」と思いました。そこで、なぜ他町よりもポイントが低いのか。今年６月、７月ぐらい

に広域連合の本部から市町村係からその分析結果を基に、町のほうにヒアリングに入られるとい

うことですので、まだ広域連合のほうに「分析結果どうですか。」とお尋ねしたんですが、「出て

いません。」ということだったので、私自身で分析をさせていただきました。 

その結果、特に介護保険保険者努力支援交付金のほうがややポイントが低いのが分かりました。

項目としては目標Ⅰ、介護予防、日常生活支援を推進するという項目。次に、目標Ⅱ、認知症総

合支援を推進するという項目があるんですけど、この２つの評価が低いことが分かりました。つ

まり、これらの施策が福祉政策としての中で少し弱い部分ではないかということが明らかになっ

たかと思います。 

この２つの項目について、「他町より、萩原どんだけポイントが低いんだ。」と思われる方もお

られると思いますので、少し御紹介いたしますと介護予防では、水巻町さんは６９、遠賀町さん

は６２、芦󠄀屋町は３８。認知症では水巻町さんは５５、遠賀町さんもちょっと低くなって２８、

芦󠄀屋町はさらに低く２５となっております。内容を見させていただいたんですけど、「ポイント取

れるんじゃないかな。」と思うところもありました。なので、さっきも課長が言われましたけど、

自分たちの自己評価というとこなので、少し遠慮してつけたのかもしれないというお話も意見交

換の中でありましたけど、やはり低いことはここまで低いので、やっぱり事実であろうと思いま

す。 

後で原因等を課長のほうから御答弁いただきたいと思いますけど、私も少し分析して、この箇

所が弱いのじゃないかと思ったところはやはり重要な箇所ではないかなと思っております。ただ、

国はホームページ上でこれらの評価結果について自治体の取組の適否を表すものではないとも考

えは示していますけども、やはり重要ではあります。この２つの目標をどのように今後改善して

いくかが重要になってくるのではないかと考えます。 

そこでお尋ねします。まずは目標Ⅰ、介護予防、日常生活支援を推進するの項目の評価が低か

った原因をどのように分析されているのか。また、今後の改善策をどのようにお考えなのかお尋

ねいたします。 
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○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

まず、介護予防、日常生活支援の点数が低かった理由としましてですね、芦󠄀屋町の分析した結

果として答弁いたします。 

国保連合会が提供している国保データベースや、厚生労働省が提供している見える化システム

というものがございます。こちらを活用した場合に得点を得ることができるのですが、福祉課に

おきましてはこれらの両方のシステムを有効活用するまでに至っておりませんでした。 

国保データベースというものは、国保連合会が保有する健診、医療、介護の各種データを利活

用して統計データを作成されるものです。また、見える化システムは介護、医療の現状分析や介

護サービス見込み量等の将来推計などが可能となるものでございます。また、ほかには介護予防

の場などにリハビリテーション専門職員、こちらが関与する仕組みを構築し、分析・改善・見直

しをするということで得点することができる項目があります。芦󠄀屋町は地域ケア会議や自治区公

民館体操、地域交流サロンにリハビリテーション専門職に参加してもらえる仕組みは確立してお

りますが、評価指標の留意点のところで「協議の場」の設置というところが１つ条件で入ってお

りました。この協議の場というものを設置していないことから、得点には至っていないという現

状がございます。このようなことから高得点とはなっていないという状況になっております。 

続きまして萩原議員のほうから、「じゃあ来年以降どのように取り組むのか。」というところも

ありましたので、併せて答弁させてもらいます。まず、最初に説明しました国保データベースや

見える化システムの有効利用に、今後はしっかり取り組んでいきたいと思っております。国保デ

ータベース、福祉課ではあんまり率先して使ってはいないんですけれども、健康・こども課のほ

うではですね、しっかり利用させてもらっているところではございます。芦󠄀屋町のデータを分析

しまして、介護予防に関する課題を抽出するなど今後の取組に生かしてまいりたいと考えており

ます。 

そして２点目で申しましたリハビリテーション職の推進に向けた具体的な取組自体、こちらの

ほう、先ほど答弁したように芦󠄀屋町でも確立されております。安定的な提供体制も取れておりま

すので、協議の場の設置についてしっかり検討し、来年以降、形になるように取り組みたいと思

っております。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 

今言われたデータシステムの活用、課題分析して改善・見直し等で、ＰＤＣＡサイクルをしっ
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かり回していくことで介護予防・ケアプラン・介護保険、全てそういうことになっているので、

ぜひともしっかりと取り組んでいただきたいと思います。 

あと厚労省のホームページに保険者機能強化推進交付金等の活用事例というのが掲載されてい

るんです。うちの町で何か活用できるものはないかなと少し検討してみたところ、鹿児島県の日

置市さんがリハビリ職とケアマネ等の同行訪問という事業がありまして、これも交付金が頂ける

事業でございます。リハビリの職員さんがケアマネジャーと一緒に御自宅訪問をして御自宅の環

境整備とか対象者に対して、「こういった運動してください。」というような声かけをしていると

いう事例でございました。 

協議をする場はもちろんですがやはり、個別のケースで御自宅御自宅でケース、内容って違う

んですね。やはりそういったリハビリ職が、専門職が関わっていないケースというのもたくさん

あるかと思うんです。そうするとそういった視点が欠けますので、やっぱり介護予防とか医療っ

ていうのが停滞していくかなと思いますので、そういったせっかく使える事業交付金があるので

あれば、こういったものを活用してぜひとも今後の事業に生かしていただければというのが今回

の御提案ではあるんですけど。 

また今日午前中、松岡議員からもお話があっていたポイント事業なんかも愛知県名古屋市のＩ

ＣＴを活用したフレイル予防・見守り事業というのもあるんですね。こちらがポイントを入れて

いて、全く動かなければ見守りで御連絡が入るとかですね、あとポイントにもなってくるとか、

いろいろ先進事例を研究していただいてですね、住民にとって良い対策をぜひとも打っていただ

きたいと思います。 

次、要旨２に入ります。あ、ごめんなさい。もう１個あったんですね。 

次に目標Ⅱの認知症総合支援を推進する、そちらも低くなっておりますので、こちらのほうも

お願いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

認知症関連の点数が低い理由について答弁させていただきます。 

先ほど萩原議員も私の意を酌んでもらったところもあるかもしれませんが、自己判断で点数を

つけるところ、厳し目に評価しているところがございます。例えば、認知症初期集中支援チーム

の項目では体制の整備は整えているのですが、活動した実例がないため対応後の検証について評

価をしておりません。仮に事例があった場合は、検証や改善の方法、手続を含めて定めておりま

すので、評価を改めてよいのではないかと思ったところではあります。 

また、認知症サポーターの項目は認知症サポーターの数が伸び悩んでいるため、認知症サポー
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ターを活用した事業が行えていないことが理由としてあります。サポーター養成講座は出前講座

等で実施しておりますが、依頼があってから実施する受け身の施策でありますので、サポーター

数が伸び悩んでいる事実がございます。こちらも併せまして改善のほうのお話もさせていただき

ます。 

認知症サポーター養成講座は、今後は町主催により積極的に開催し、サポーター数の増加に努

めたいと思っております。令和５年度、昨年にはなりますが芦󠄀屋町役場内で職員、議員を対象と

して実施しております。前回の認知症サポーター養成講座をしたのが、役場内では平成 30年であ

ったため、それ以降入職した職員を対象に実施いたしました。５６人の新たな認知症サポーター

が誕生したところでございます。こちらを今後は庁舎外、町内のほうにも広めていきたいと思っ

ております。 

また、介護保険広域連合では評価指標の結果を含めて毎年地域支援事業当初ヒアリングという

ものがございまして、それが先ほど言われました６月、７月に開催されます。このヒアリングに

おいて評価指標の高い市町村ではどのような事業展開をしていくのか、この辺りを聞くことによ

って、参考にすることで、芦󠄀屋町に足りない事業を見つけ、推進していきたいと思っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 

ぜひともしっかりと取り組んでいただきたいと思います。認知症サポーターが増えていくとい

うことは、認知症の方が安心して暮らせる町になるかと思うんです。なのでもっと皆さんに取り

組んでいただいて、認知症になっても安心して暮らせる町づくりが芦󠄀屋町が進んでいくように、

ぜひともどうぞよろしくお願いいたします。 

要旨２に入りたいと思います。 

高齢者の難聴進行による認知症リスクの軽減策についてお尋ねしてまいります。 

聴力が規定以下で身体障害者手帳を保持された方は、障害者総合支援法により補聴器購入費の

補助を受けることができますが、現行の制度では難聴の軽度・中等度の方は補聴器購入補助を受

けることができません。そこで今回は交付金を活用した補聴器購入助成について御提案をさせて

いただきたいと思います。 

令和４年第２回定例会で加齢性難聴の補聴器購入助成について、川上議員が質問された際に町

は、「補聴器を使用することは、高齢になっても生活の質を落とさず心身ともに健やかに過ごすこ

とができ、認知症の予防ひいては健康寿命の延伸にもつながると思うので、国において認知症予

防につながる対応策として広く啓発するとともに全国統一の公的支援制度、こちらを創設すべき
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であるというふうに考える。よって、県を通じて国に要望を行ってまいりたいと思う。なお、町

の助成制度の創設については、国や県の施策の動向について注視するとともに県内他市町村の状

況等を情報収集し、研究したい。」と御答弁されております。 

当時町はこのような御答弁をされましたが、今年の２月の介護保険広域連合議会で、高齢者に

対する補聴器購入助成について広域連合が見解を述べられております。それについて少し申し上

げます。「高齢者の難聴進行による認知症リスクを軽減するという観点から、高齢者の自立支援・

重度化防止を目的とするインセンティブ交付金である高齢者機能強化推進交付金の活用が可能」

との見解を示されました。私はそれをお伺いしまして、川上議員やほかの議員さんも補聴器の助

成があったほうがいいというお声があっておりましたので、こういった使える交付金があれば積

極的に使っていくべきではないかと思いますが、町の見解をお尋ねいたします。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

それでは回答いたします。 

萩原議員が言われたことと少し重複するところがあるかもしれませんが、加齢性難聴により高

齢者が家族や周囲の方とのコミュニケーションを取ることが難しくなると、社会参加にも自信が

なくなり家にこもりがちになることが考えられ、このことにより認知機能が低下し、鬱病や認知

症の要因になっていることも国の研究で明らかになっております。 

そこで補聴器の購入を町で補助することができないかということを、以前、おっしゃるとおり

川上議員から一般質問で受けておりました。そのとき、「国において認知症予防につながる対応策

として、全国統一の公的支援制度を創設すべきである。」と私、回答したところでございます。 

従来の介護保険制度における地域支援事業交付金にはこの高齢者に補聴器の助成事業は該当し

ていなかったのですが、高齢者の予防、健康づくりに資する取組としまして、インセンティブ交

付金が該当するということが我々も分かっております。しかしこのインセンティブ交付金という

ものが、まだ新規事業といわれていまして、こちらが後年に続くかどうかというところがまだは

っきりしてない状況がございます。 

そこで福祉課としましては５年後の老人憩の家の廃止に代わる、また高齢者施策を充実させて

いくとしていたことの１つとしまして、仮にそのインセンティブ交付金、続かないにしましても

この高齢者補聴器助成事業の制度構築に向けて前向きに準備を進めていきたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 
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○議員 ５番 萩原 洋子君 

前向きな答弁をいただきまして、議員の皆様も本当に喜んでおられるかと思いますが、耳が遠

くなると今、課長も言われましたが、相手の話を聞くことが難しくなって対人関係で行き違いや

それに伴う外出の機会の喪失、また思考力の低下など本当にどれも認知症が心配され、早めの対

応が必要なものでございます。 

先日私、町内の補聴器を扱っている電気屋さんに行ってまいりました。最近補聴器もいろんな

種類が出ておりまして、補聴器は耳の後ろに隠れて目立たない耳かけ型や高齢者の方がちっちゃ

い丸い電池を交換するんですけど、結構難しくて、「最近は充電式も出ていますよ。」というお話

をいただいたんですけど、非常に高価でございます。「こんなに高いの？」と思いました。今日午

前中に松岡議員の骨伝導イヤホンのお話で、「こちらは安価じゃないか。」というお話があったん

ですけど、どちらにしても年金暮らしの高齢者は簡単に購入ということはできないんじゃないか

と思います。 

令和４年第２回定例会で町は、課長は田川市の助成制度のことをお話されております。そのと

きに活用状況を田川市に確認されたと。「年間でごく僅かな申請状況と聞いております。」と。「あ

まり活用されていないなというふうな印象を受けました。」と言われていました。当然、話でなぜ

なんだろうと感じられたかと思うんですが、その点についてどのような御見解を持たれたか、御

答弁を求めます。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

その当時の見解というかですね、私、田川市に聞いたときにはそのような、「年間に使われてい

るのが少なかった。」その事実を聞いて感想を述べたところでございますが、今いろいろ調査も進

みまして、今後は広く使っていく方も増える、また町がそれを広報する、周知するということに

よって利用者の方、使用してみたいなと思う方が増えてくる可能性もございますので、この制度

を構築し広く住民に周知していきたいと思っております。 

○議長 内海 猛年君 

萩原議員。 

○議員 ５番 萩原 洋子君 

さっき申し上げましたけどやはり価格が高いですね、安価ではないので。例えば眼鏡だったら

掛ければ見えるのでこれぐらいだったら出そうと、最近は安く販売されているものもありますの

で、ただ補聴器の場合は徐々に慣れていかないといけないと聞いております。 

雑音が入ったりとか、やはり調整が難しくて買ったはいいけど使えなかったりとか、機能はど
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れがいいのだろうと迷われてなかなか簡単に購入しようという気持ちにならないというのもある

んじゃないかなと思って、やはり経済的な問題、価格の問題、助成金の問題とかいうのは大きい

んじゃないかなと思います。 

以前アピアランスケアの事業、こちらのほうですね、本当に県内でも突出して助成をしていた

だいております。この何年か決算でも見せていただきましたけども、利用している方が増えてい

るなと思っていますので、やはりそうやって利用していただくことで制度設計がしっかりして、

皆さんが質の保たれた生活ができてくるんじゃないかと思います。ぜひとも補聴器の助成が今後

制度が進み、「じゃ、購入してみようかな。」と思うような制度設計に、経済的な問題も含めてぜ

ひ考えていただきたいと強く要望いたします。 

最後に介護予防の施策として気になるのが、課長もこの老人憩の家に代わる案として、策とし

て考えていきたいという話が午前中のポイント事業、そして今、補聴器の件も出ましたけども、

老人憩の家が利用できなくなるかもしれないと不安を抱えている方が多数おられると思います。

「じゃ、なくなったらどういうものが出てくるんだろう。」っていうのが、いわゆる今、出てきて

ないとこが不安なんじゃないかなと思っています。 

現在の老人憩の家というのは、利用目的がやはり入浴ということがメインになっています。そ

のために一見して清潔の保持っていうのが、そのような効果しかないのかなというふうに思われ

るかもしれませんけど、実際には閉じこもり防止だったりとか、巡回バスに乗ってあそこまで行

きますと、もうそこだけでも介護予防になりますし、お風呂に入ってみんなと会えて、そして交

流の場となって、まさしくあの場所というのは介護予防なんですね。 

それが５年後に廃止される。しかも老朽化しているから、もしかしたらもう明日から使えない

かもしれないと思われている方ってたくさんいらっしゃるんです。いろんな施策を考えていただ

けるということで、私も期待はしております。ただ、やはりさっき言われたようなですね、みん

なが集う、みんながやっぱり行きたい、利用したいと思えるような施策をぜひ考えていただきた

い。でもそのためには財源が要りますよね。ただではできないんです。なので今回御提案しまし

た交付金をほかにもあるかもしれませんけど、こういったものをしっかり活用していただいて、

いつ壊れるかもしれません老人憩の家です。できるだけ早いところでいろんな案が１つではなく

て、この中だけでは収まらない方ってたくさんいると思うんです。いろんなものを準備していた

だいて、その中で御自身が利用したいものが見つかれば介護予防が進んでいくんじゃないかな、

認知症予防が進んでいくんじゃないかなと思いますので、ぜひとも担当課には頑張っていただき

たいと思います。 

これで、私の質問を終わります。 

○議長 内海 猛年君 
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以上で、萩原議員の一般質問は終わりました。 

ここでしばらく休憩いたします。 

再開は１４時から行います。 

午後１時 51分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後２時 00分再開 

○議長 内海 猛年君 

再開します。 

次に１１番、川上議員の一般質問を許します。川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

１１番、日本共産党の川上です。発言通告に従い一般質問を行います。 

件名１、学校施設環境改善交付金について。 

文部科学省は公立学校体育館の空調設備について、２０２３年度から３年間に限り補助金を３

分の１から２分の１に引上げた。地球沸騰化と言われるほどの夏の高温から子供を守るためにも、

頻発する自然災害の避難所としての役割からも、学校体育館の空調設備設置は緊急の課題である。

国の財政措置を活用し、設置する考えはないのかを伺います。 

○議長 内海 猛年君 

執行部の答弁を求めます。学校教育課長。 

○学校教育課長 木本 拓也君 

お答えします。 

学校施設環境改善交付金とは、児童生徒などの学習・生活の場である公立学校施設の整備をす

るに当たり、その実施に要する経費の一部を国が交付金として地方公共団体へ交付するものです。

交付金の金額の算定は、地方公共団体が作成する施設整備計画に記載された事業について、国が

示した算定式に基づき交付しています。このうち体育館への冷暖房設備整備事業については、交

付対象事業の工事費の規模が決められており、下限が４００万円、上限は７，０００万円です。

補助率は通常３分の１ですが、令和５年度から令和７年度に限り補助率を２分の１にかさ上げし

ているものです。 

実際に学校で、夏場における体育館の利用はどうなっているかということも併せて御報告をさ

せていただきます。 

現在の小中学校の体育館は、昭和４０年代に完成してから５０年余りが経過しています。当時

と今では気候が大きく異なり、夏には真夏日や猛暑日を記録する日が連続しているのが実態です。

このため文科省が策定した学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引きに基づき、各学校
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で熱中症対策に努めているところです。夏の間における体育の授業ですが、６月の終わりから７

月の中旬まではプール指導が行われており、体育館を使用する機会はほとんどありません。７月

の下旬から８月は夏休みのため、体育館を使用することはほぼありません。小学校では１０月の

終わりに運動会を行っていますので、１０月は運動会の練習などで体育の時間が増えます。その

分９月の体育の授業を調整し、少ない時数としていますので児童は空調設備がある教室での授業

が増えます。 

このように学校では気象条件を考慮して、学校の時間割を工夫しているところです。このため、

学校側から体育館へ空調設備を整備してほしいという要望は今のところありません。また、学校

の放課後や週末には体育館を社会体育施設として貸出しを行っていますが、利用団体から空調設

備の整備をしてほしいという要望は今のところありません。また、地域防災計画における小中学

校の位置づけは指定緊急避難場所となっており、避難所として開設する場合は既に空調設備があ

る教室を使用する想定です。このような状況ですので現在の学校での体育館の使用状況などを踏

まえると、学校教育課としては現時点で学校体育館へ空調設備を整備する予定はございません。 

以上でございます。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

今の課長の答弁ではですね、体育館をそういった場合に使用することはないので設置する考え

はないということですが、ちなみに東京都などでは約８割の体育館に空調が整備されていますし、

全国的には県内でも宗像市が来年度までに全小中学校で稼働させる。ほかにも粕屋町や志免町が

今年度中に全小中学校の工事着工などに進み始めています。近隣の宮若市でも７つの体育館全て

に設置されている。県内でも体育館への空調設置の個数は増えてきているという状況です。全国

的には令和４年９月の時点で、３万５，４３７室のうち、５，４２２室の体育館に空調施設が設

置されており、設置率は１５.３％ということです。 

それとこの空調をする場合には断熱性が求められるということも条件となっていますが、これ

はサッシの二重化とか断熱壁の大規模改修とかそういったものでなく、例えば窓ガラスにスモー

クフィルムを貼るとか、そういったことでも補助金の対象になるとなっています。 

この交付税措置がですね、国の財政措置については学校施設環境改善交付金が５０％のほか国

土強靱化債が５０％、緊急防災・減災事業債は７０％が交付金ということですね。こういったも

のを利用して付けています。 

これ、ただ単に体育館であるだけではなくて、児童生徒及び教職員が使用する全ての部屋が対

象ということになっています。福岡県では約４割の特別教室の空調設置ができていないという状
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況ですが、こういった点では芦󠄀屋町でこういったことを使って教育環境の整備、特別教室とかに

使うことは考えられないんでしょうか。 

○議長 内海 猛年君 

学校教育課長。 

○学校教育課長 木本 拓也君 

小中学校とも、現時点で普通教室及び特別教室への空調設備の設置は完了しております。 

以上でございます。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

小中学校の特別教室は、実は完了しているということですが、先ほど言いましたように指定緊

急避難場所として芦󠄀屋中学校や芦󠄀屋小学校、芦󠄀屋東小学校、山鹿小学校それと芦󠄀屋小体育館、そ

れからまた武道館とかも指定されています。国はこういったところもこのような起債で活用でき

るとしていますが、これは数字的に見ればですね、今、芦󠄀屋町が過疎地域に指定されてから過疎

債を受けていますけど、これと同水準な起債となっています。やはりこういった有利な起債を使

って、災害対策とか熱中症対策等の整備を検討すべきではないかなと思います。 

先ほど体育館を使わないと言われましたけど、しかし規模が大規模になった場合には学校教室

だけでは足らなくなる場合もあるし、また武道館とか小体育館とかは、部活とか同好会とかも使

いますのでそういった点では有利な起債を使って、空調設備の設置をすればどうですかと思いま

すよね。国のほうもメニューは様々あるので中学校の体育館だけではなく、いろんな施設がこの

起債を使えると思いますけど、そういった点で今後、調査・研究をしていくということは考えら

れないでしょうか。 

○議長 内海 猛年君 

学校教育課長。 

○学校教育課長 木本 拓也君 

先ほどの答弁と繰り返しになりますが、小中学校の体育館については、建設から既に５０年以

上経過しているものでございます。文科省のホームページから一部引用させていただきますと、

体育館の空調設備の設営に関しては、もともと体育館の構造上耐熱性が保たれていないというと

ころから建築に関する工事もある程度必要ということでホームページ上にも例示がされていると

ころでございます。そのことを考慮いたしますと、事業費そのものは相当な額が想定されますの

で、ここでは今すぐ整備ということにはなりませんが、他自治体での動きを注視しながら情報収

集には努めてまいりたいと考えております。 
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以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

ぜひ県内の動向とか、そういったものも注意をしてですね、空調設備の設置も検討していただ

きたいと思います。 

続きまして、２件目。会計年度任用職員の処遇改善について。 

日本の非正規雇用者はこの２０年で約１.５倍に増加。賃金は正規雇用者の約６７％にとどま

り、格差が拡大しています。年収２００万円以下のワーキングプアが広がり、非正規雇用者の増

大が日本を賃金の上がらない国にし、経済の長期低迷の大きな原因となっています。そこで伺い

ます。 

１、町の会計年度任用職員の処遇改善は待ったなしと考えますが、現状と今後の対応について

伺います。 

○議長 内海 猛年君 

総務課長。 

○総務課長 佐竹 功君 

会計年度任用職員の処遇につきましては、芦󠄀屋町としましては国からの通知の内容を踏まえ、

会計年度任用職員の任期や勤務形態、近隣自治体の状況等を注視し対応することを基本としてお

ります。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

それでは国の通達を踏まえて対応するとのことですが、まず期末手当の支給率は正規職員と比

べてどうなっているのか、その点を伺います。 

○議長 内海 猛年君 

総務課長。 

○総務課長 佐竹 功君 

期末手当につきましては、一般職職員と同じ率としております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 
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○議員 １１番 川上 誠一君 

正規職員と同率になるということですが、それでは、勤勉手当については支給しているのか、

その点について伺います。 

○議長 内海 猛年君 

総務課長。 

○総務課長 佐竹 功君 

勤勉手当につきましては現在支給しておりませんが、今後支給するように準備を進めていく予

定としております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

勤勉手当についても正規職員と同率で支給するというそういった考えでしょうか。 

○議長 内海 猛年君 

総務課長。 

○総務課長 佐竹 功君 

支給するのであればですね、期末勤勉手当という言い方もしますので、同じ率で支給するとい

うことを前提に検討していきたいと思っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

それでは、現在の会計年度任用職員の賃金はいくらになっているのか。給料表は福岡県の最低

賃金９４１円を下回ることはないのか、その点について伺います。 

○議長 内海 猛年君 

総務課長。 

○総務課長 佐竹 功君 

そうですね、給与改定につきましては福岡県の最低賃金を下回らないように、時間単価を算出

して福岡県の最低賃金を下回らないようにその都度改定しております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 
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○議員 １１番 川上 誠一君 

ちなみに平均的といいますか、会計年度任用職員の賃金はいくらに設定してありますか、分か

ります？ 

○議長 内海 猛年君 

総務課長。 

○総務課長 佐竹 功君 

会計年度任用職員といいましても様々なパターンがございますので、一概に幾らと申し上げる

ことはなかなか難しいかと思っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

とにかく最低賃金も９４１円ということなんで、当たり前の生活といいますか、そういったこ

とを営むには時給１，５００円。こういったところが今、相場の目指しているところになってい

ます。そういったところをぜひ目指していただきたいと思います。 

２点目に昨年の人勧による給与改定では、国も常勤職員に準じて４月に遡及して支給するよう

に通知を出したが、町は４月に遡って引上げなかったのはなぜか、この点について伺います。 

○議長 内海 猛年君 

総務課長。 

○総務課長 佐竹 功君 

町が４月に遡って引上げなかった理由につきましては、人事院勧告等に伴う給与改定について、

年度ごとに任用する会計年度任用職員については、改定内容を翌年度から適用するというように

規定した芦󠄀屋町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例があります。この規定に従っ

たためでございます。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

ただ全国的にも６割を超える自治体が４月遡及を実施しているのに、芦󠄀屋町が行わなかったと

いうことは大変残念なことでもありますし、同時に議会としてそのことをチェックできなかった

ことは本当に私自身も反省するものです。遡及しなかったということは同一労働同一賃金や職員

平等の原則などに反するものがあると思います。 
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それではこの自治体職員が命と暮らしを支える役割を発揮するためには、安心して職務に専念

できる賃金、制度、処遇が必要です。人権保障のとりでである地方自治体がその立場に立ち、ジ

ェンダー格差を解消させ、安定した行政サービスを提供できる公共を取り戻すことが必要です。

会計年度任用職員は女性が約７割を占めており、正規との賃金格差だけではなく男女の賃金格差

を生んでいます。このことを深く反省し、芦󠄀屋町が率先して非正規雇用の待遇改善を進めること

を求めてこの質問を終わります。 

次に、ファミリーシップについて伺います。 

性的少数者のパートナー関係を承認するパートナーシップ制度を導入している４５６自治体の

うち、４７％がカップルと生活を共にする未成年の子供との関係を証明できる制度やサービス、

ファミリーシップ制度を取り入れており、福岡県も実施しています。そこで伺います。県内でこ

の制度を導入している自治体はどのくらいあるのかを伺います。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

福岡県内でパートナーシップ宣誓制度を導入している自治体は、今、御紹介ありました福岡県

のほか北九州市、福岡市、直方市、田川市、古賀市、福津市、粕屋町、香春町、苅田町の６市３

町になっております。 

また議員が言われましたファミリーシップ、こちらを養育する子供との関係の証明というとこ

ろで定義させていただくのであれば、ファミリーシップ制度との名称を表示の上で示していると

ころ、こちら、直方市、田川市、古賀市、福津市、粕屋町、苅田町の６市町となっております。

しかし福岡県と残りの３市町もパートナーシップ宣誓制度の宣誓書受領証カード、こちらの裏の

ほうに子供の名前を記入することができることになっております。そのことによりましてその子

を養育しているものと証明されますので、パートナーシップと同様の効力が生じるものとなって

おります。よって福岡県内ではパートナーシップ宣誓制度を導入している、福岡県と６市３町の

全てでファミリーシップも導入しているものと考えられます。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

パートナーシップ制度について先の議会で松岡議員も取り上げていましたけれども、福岡県内

では先ほど言ったように、ファミリーシップを取り入れている自治体はまず福岡県。県自体がや

っているという状況。それから福岡市、北九州市、直方市、田川市、古賀市、福津市、粕屋町、
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香春町、苅田町こういった自治体がやっているということが私の調べではなっています。当然、

福岡県が宣言しているので芦󠄀屋町もこの中に入っているという状況です。パートナーシップ宣言

をしているところ自体もファミリーシップを宣言していると思います。ただ福岡県が入っていま

すけど、自治体としてはパートナーシップ、ファミリーシップを宣言している自治体はやっぱり

少ない状況ですが、例えば埼玉県では６３市町村のうちパートナーシップ、ファミリーシップ制

度を実施している自治体が３１市町村、パートナーシップ制度のみの自治体が２８市町村で、実

施していないのは４市町村だけとなっており、市町村としてパートナーシップ、ファミリーシッ

プを推進している自治体は９４％に及んでいます。 

それではこういった自治体独自でパートナーシップ、ファミリーシップを宣言している、こう

いった自治体で行う意義というのはなぜなのかということです。県は福岡県もやっていますが、

こうした市町村独自で宣言した町と協定書を結んでいます。この福岡県とそれぞれの自治体が協

定書を結ぶ、このメリットというのはどういったものがあるのでしょうか。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

今の御質問は制度を構築している県と市町村間での協定を結んでいる、そのお話ということで

ありますので、パートナーシップ制度の相互利用に関する協定を結んでいることになります。 

内容としましては協定している市町村間での転出・転入があった場合に、それぞれで発行され

た宣誓書受領証カードが継続して利用できると制度上ではなっております。 

福岡県が県内で制度を導入している市町村と協定を結んでいますので、芦󠄀屋町は県のパートナ

ーシップを有効活用しておりますので、仮に県内の独自に宣誓している市町村からの転入があり

ましても、その宣誓書受領証カードをお持ちなっておれば芦󠄀屋町のサービスでも利用可能となっ

ております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

ＬＧＢＴＱなど性的少数者などのカップルの関係を公的に証明するパートナーシップ制度やそ

の子供も対象にするファミリーシップ制度を導入することは、男女共同参画の中での多様な性を

尊重する、意識の醸成の理解と促進を図ることになると思います。 

それでは３点目のですね、こういったことを踏まえて町としてパートナーシップ制度とファミ

リーシップ制度を独自で宣言して実施すべきではないか、そういったことをやる考えはないのか
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について伺います。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

性的少数者の方が望んでいることはパートナーシップ、ファミリーシップ共に、少しでも法律

婚と同等の権利、義務を有することだと思います。 

都道府県において制度が構築されていないのであれば、例えば先ほど川上議員から御紹介あり

ました埼玉県の場合、あれは県が設定しておりません。ですので、市町村独自で制定されている

というところになります。 

福岡県におきましては県で制度を構築しておりますので、町で制度を構築しなくとも県の制度

をそのまま活用できることが可能ですので、改めて町のほうで制度を構築する必要性はそこまで

高くないと考えておりますので、今のところ考えておりません。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

県がパートナーシップ宣言をしているのでもう自然的に入っているから、町でする必要性って

いうのが薄いということですけど、ただ福岡県のパートナーシップ宣言であればＬＧＢＴＱの方

はそういったことを宣言したいときには、福岡県庁に行かないとそれができないような状況だと

思います。 

町独自でやれば、その町の役場に行ってパートナーシップ宣言、ファミリーシップ宣言を行え

るという点では、身近にパートナーシップ、ファミリーシップを宣言できるとなれば、当事者と

しては大きな違いがあるのではないかなと思いますけどその点はどうお考えでしょうか。 

○議長 内海 猛年君 

福祉課長。 

○福祉課長 智田 寛俊君 

川上議員おっしゃるとおりですね、市町村で独自にしているなどの違いは、町で宣誓するのか

県庁で宣誓するかの違いになります。 

私、先ほどの答弁でも申しましたが、性的少数者の方が望んでいることは同等の権利、義務を

有するというところで、そちらの御希望についてはですね、県の宣誓制度で対応できることにな

っております。 

確かに県庁まで行かないといけないという不便なところはあるかもしれませんが、その権利を

有することができるという制度自体は確立しておりますので、そのように対応していきたいと思
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っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

県もですね、本来的なら県だけではなく、各自治体でパートナーシップ宣言等をしてもらいた

いという気持ちがありますが、県としてそれを指示するとか、推進するとかを県として各自治体

に指導するわけにはいかないというところもあります。それによく言われるのが、町で宣言すれ

ば個人のプライバシーが広がっていくんで、かえって県だったら町から遠いところでするので分

からないからそのほうがいいんではないかとかいうね、ことも言われていますけど、ただパート

ナーシップ宣言というのは自分たちは男性同士であろうと女性同士であろうと、ちゃんとしたパ

ートナーであるということを公に認めてもらいたいという気持ちからパートナーシップ宣言を発

言するんであって、そういった点で私は身近な町でパートナーシップ宣言ができることを男女共

同参画の関係から見ても町でやっていただきたいと、強く要望してこの質問を終わります。 

それでは第４点目のですね、子どもの権利条例の制定について伺います。 

令和４年６月にこども基本法が公布され、令和５年４月に施行された。子供を取り巻く環境が

大きく変化していっています。また、全国的に子供の数が減少する中で児童虐待数は増加し、子

供の権利侵害が増加している状況であります。 

芦󠄀屋町としても子供が安心して育っていく環境を整えるために、子どもの権利条例の制定につ

いて伺います。 

まず１点目に、町内の子供の虐待の現状について伺います。 

○議長 内海 猛年君 

健康・こども課長。 

○健康・こども課長 塩田 健司君 

お答えいたします。 

児童虐待とは保護者による子供への心身の成長、発達に有害な影響を及ぼす行為のことで、身

体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的虐待の４つの種類に分類されています。芦󠄀屋町の令和

５年度の新規相談件数は心理的虐待が５件、身体的虐待が４件、ネグレクトが３件、合計１２件

となっています。 

なお、この件数には通告を受けて調査した結果、児童虐待に当たらないと判断された件数も含

まれております。心理的虐待では、子供の目の前で行われる夫婦間や他の家族への暴言、暴力、

いわゆる面前ＤＶの件数が増えています。また、芦󠄀屋町要保護児童対策地域協議会におきまして、
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保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童である要支援児童の登録数は令和５年

度末で２７件となっています。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

虐待の現状についてということで課が把握しているのは全体的には１２件ということですが、

先ほど要保護者からのネグレクトなんかも報告されましたが、大体こういった子供の虐待につい

ては要保護者、特に実母からが調査されたところによると７３％、実父からが２４％ということ

で、実母がほとんどを占めるということになっていますし、年齢は０歳から小学生までが大体８

０％を占めているということです。 

子育ての大変さというのもありますし、孤立しているお母さんもいるのではないかと考えます。

第一義的に児童の安全確認と家庭への支援に、課としても十分対応していただきたいと思います。 

その点で第２点目のですね、子供の虐待に対する取組はどうなっているのかを伺います。 

○議長 内海 猛年君 

健康・こども課長。 

○健康・こども課長 塩田 健司君 

児童虐待の通告があった場合の対応としましては、今年４月に設置しましたこども家庭センタ

ーの職員が中心となって、子供の安全確認や情報収集、関係機関との調整などを行います。福岡

県が作成している緊急度アセスメントシートに基づき、緊急度合いに応じて児童相談所が緊急介

入するケースや町が主体となって対応するケースがございます。また、福祉課、学校教育課や児

童相談所、警察署など関係機関との定期的な会議や、必要に応じて個別ケース会議を開催するな

ど日頃から関係機関との情報共有・連携を図っております。 

児童虐待防止の取組としましては、１１月の児童虐待防止推進月間に合わせて広報紙に啓発記

事を掲載するほか、小中学校の児童・生徒には児童相談所虐待対応ダイヤル「１８９」いちはや

くの周知のチラシを配付、保育所、幼稚園、小中学校の職員には、子供の異変に気付いた場合の

通告などの協力依頼の文書を配付するなど、児童虐待防止の普及啓発に取り組んでいます。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

国にもこども家庭庁が創設され、町にもこども家庭センターが設置された中で、児童虐待や引
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きこもり支援等を含め２４時間３６５日、いつそうした通報があるかもしれませんが、大変でし

ょうが、しっかりとした対応をしていただきたいというふうに思います。 

それでは、こども基本法に関連して改正された児童福祉法で設立されたこども家庭センターの

役割について、どのようなものかを伺います 

○議長 内海 猛年君 

健康・こども課長。 

○健康・こども課長 塩田 健司君 

今年４月１日に設置しましたこども家庭センターが担うべき主な役割としましては、これまで

の子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点がそれぞれ有してきた母子保健機能と

児童福祉機能の一体的な運営を通じて、妊産婦と乳幼児の健康の保持・増進に関する包括的な支

援、子供と子育て家庭の福祉に関する包括的な支援を切れ目なく提供することや、個々の家庭の

課題・ニーズに応えるために母子保健事業や家庭支援事業、その他の多様なサービスや地域資源

を有機的に組合せ、サポートプランとして必要な支援内容を組み立てることなどが上げられます。 

また、こども家庭センターには統括支援員を配置することとなっており、母子保健と児童福祉

の職員がそれぞれの専門性を発揮しながら、統括支援員を中心とした一体的支援を行うことが求

められております。 

以上です 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

今後のこども家庭センターの拡充も必要だと考えますが、これらの施策を支えるために令和５

年１２月時点で調べてみますと、全国で８６自治体で子ども権利条例や類似した条例が制定され

ています。福岡県内では９自治体制定しています。 

それでは４点目のこども基本法に基づき、子供たちの意見を取り入れた芦󠄀屋町子ども権利条例

を制定すべきではないか、この問題について伺います。 

○議長 内海 猛年君 

健康・こども課長。 

○健康・こども課長 塩田 健司君 

今年度、本町における子ども・子育て支援事業やこども施策を推進するため、令和７年度から

令和１１年度までの５年間を計画期間とする「芦󠄀屋町こども計画」を策定することとしておりま

す。子供に関する条例の制定につきましては、こども計画の策定と併せて、子ども・子育て会議

の御意見などを参考に検討してまいりたいと考えております。 
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以上です 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

子どもの権利条例の制定については、私が１回やりましたし、松岡議員も２回一般質問を行っ

ています。私が平成２８年に質問したときには、「新たな条例の制定は行いません。」でしたが、

その後、松岡議員の質問に、「条例制定の検討をしたい。」との答弁をしています。令和５年の第

２回定例会の松岡議員の質問に対し、「国が基本法の整備を行い、それに基づき自治体が条例制定

を行うことが必要であり、調査研究を行いたい。」と答弁しておりますし、町長は、「子どもの権

利条例の制定も含め、調査研究の時間をいただきたい。」と答弁しています。 

こども基本法が施行されて１年が経過しています。この間のですね、調査研究における子ども

の権利条例の進捗状況はどうなっているのか、その点について伺います。 

○議長 内海 猛年君 

健康・こども課長。 

○健康・こども課長 塩田 健司君 

調査研究の進捗状況ですが、引き続き県内の市町村ですとか、一般財団法人地方自治研究機構

が出しています全国の条例の制定状況、条例内容などを研究しながら進めてまいっているところ

でございます。 

先ほどの答弁と繰り返しになりますが、今年度、芦󠄀屋町こども計画の策定を行いますのでその

折に併せてですね、条例の制定等につきまして検討してまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

川上議員。 

○議員 １１番 川上 誠一君 

前回の令和５年の質問に対しても調査研究を行いたいということで、１年たった今でも基本的

には、「調査研究を行いたい。」という答弁でしたが、こども基本法も国がちゃんと制定して施行

されている中ですので、早急にこの施策の法的根拠となる子ども権利条例、これを制定すること

がそういった子どもの権利や虐待やネグレクトに対する大きな力になると思いますので、ぜひ早

急に施策の成立を図っていただきたいことを求めて、この質問を終わります。 

○議長 内海 猛年君 

以上で、川上議員の一般質問は終わりました。 

次に４番、長島議員の一般質問を許します。長島議員。 
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○議員 ４番 長島  毅君 

４番、長島です。本日最後の一般質問です。お疲れのところだと思いますが、いましばらくお

付き合いください。通告書に従い質問いたします。 

件名１です。シティプロモーションの推進について。 

シティプロモーションとは、地方自治体による地域活性化のための全ての活動を意味します。

具体的には地方自治体による広報活動、あるいは営業活動と言えばイメージしやすいのではない

でしょうか。シティプロモーションの目的は、地域の魅力を発見し、その魅力を町内外の人に知

ってもらい、観光や移住などによる地域活性を促すための戦略的取組です。その戦略のことを地

域ブランディングといいますが、その取組を通して地域のイメージを向上させることや、移住者

や定住者の数を増やすなど地域への人の往来を増やすことが挙げられます。シティプロモーショ

ンのゴールは、これらを実践することで地域の経済力を向上させ、魅力ある地域として人々に選

ばれる町を目指すことと言われております。以上のことを踏まえて質問いたします。 

要旨の１です。多くの自治体で取り組んでいるこのシティプロモーションですが、本町にもシ

ティプロモーション係が新設されました。設置からまだ日は浅いのですが、まずは本町のシティ

プロモーション係の概要、目的などを伺います。 

○議長 内海 猛年君 

執行部の答弁を求めます。企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

まず、シティプロモーション係の概要でございますが、シティプロモーション係は令和６年４

月に設置された係で、主に芦󠄀屋町におけるシティプロモーションを担う係でございます。 

令和６年３月までは当企画政策課は、企画係、地方創生推進係、広報情報係の３係でございま

した。しかし、自治体におけるシティプロモーションの重要性や国においてデジタル庁が設置さ

れるなど、自治体ＤＸの推進が求められていることから、当課を企画部門を担う企画係、広報広

聴部門を担うシティプロモーション係、情報電算部門を担うデジタル推進係の３係に再編いたし

ました。 

シティプロモーション係の体制でございますが、係長１名、係員３名、地域おこし協力隊２名、

会計年度任用職員のデザイナーの１名、計７名体制でございます。シティプロモーション係の目

的でございますが、芦󠄀屋町事務分掌規則に規定する所掌事務といたしましては、まずシティプロ

モーションに関すること。次に広報に関すること。それから町ホームページの企画及び管理に関

すること。それから広聴に関すること。それからイメージキャラクターに関すること。最後にが

んばれ芦󠄀屋町ふるさと応援寄附金に関することの６つであり、これらの所掌事務を行うことを目

的に設置しております。 



- 62 - 

 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

では、シティプロモーションを通じて何を推進していくのかということでお聞きいたします。

令和６年度一般会計予算に、シティプロモーション費に約１億円計上されておりましたが、内容

を教えてください。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

シティプロモーション係におけますシティプロモーション費の約１億円ということでございま

すが、これはシティプロモーション係全体の予算でございます。予算の内訳でございますが、主

なものとしましては、広報あしや発行に係る経費、ホームページの運用経費、地域おこし協力隊

の方々の活動経費や住宅の借上料、デザイン業務を担う会計年度任用職員の給与、ふるさと納税

に係る経費、ＰＲ用ポロシャツ製作の経費などを計上しております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

シティプロモーション係の予算の詳細を今お聞きしたんですが、今おっしゃられた予算内容は

係の再編以前からあった事業かと思いますが、今回のシティプロモーション係が新設されたこと

で何か新しい予算計上のものはありませんでしょうか、お伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

シティプロモーション係の新設に伴い、新たに令和６年度予算に計上したものは特にございま

せん。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

では、これまでの広報活動、情報発信、営業的活動と何か変わっていくのでしょうか。これま
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での実績や今後の変更点、予定などあれば教えてください。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

シティプロモーション係における主な実績としましては、公式ＬＩＮＥ、また必要な情報を取

捨選択できるＬＩＮＥのセグメント配信機能を導入したほか、プロモーションサイトのリニュー

アル、地域おこし協力隊の採用、観光大使としましてコンバット満さんの任命などを実施してま

いりました。 

次に変更点としましては、先ほども御説明いたしましたが、令和６年４月より組織機構を見直

したことによりまして、シティプロモーション分野に専念できる体制が整ったこと、また、これ

まで２係で連携しながら実施してきたプロモーション業務、具体的には昨年度まではプロモーシ

ョンサイト、芦󠄀屋町公式ＬＩＮＥやフェイスブックなどの運営は広報情報係で、地域おこし協力

隊における情報発信や観光大使、ふるさと納税業務は地方創生推進係で行っていましたが、これ

らの業務をシティプロモーション係に集約することで、意思決定の迅速化や業務の効率化などに

つながった点が大きな変更点でございます。 

今後の予定としましては様々な情報発信ツールにより情報発信を行っておりますが、いま一度、

効率的・戦略的な情報発信を行っていく上で、それぞれの情報発信ツールの特性や誰に何をどう

やって配信していくかなどを整理し、必要な方へ必要な情報が届くよう情報発信数を増やすとと

もに、発信内容の充実等を予定しております。シティプロモーション係としまして、まだスター

トしたばかりでございますので、まずはこれまでの取組をブラッシュアップしていくことが重要

と考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

今後に期待しております。次にいきます。 

要旨２です。では最初の答弁の中にありましたが、がんばれ芦󠄀屋町ふるさと応援寄附金、いわ

ゆるふるさと納税を通じたシティプロモーションについてお聞きいたします。 

ふるさと納税は２００８年に創設し、２０年弱経過しております。自治体にとってのメリット

やデメリットいろいろございますが、地元産品を返礼品にすることで消費の拡大や地域のＰＲ、

観光のＰＲにつなげることができ、町外の方に芦󠄀屋町のファンになってもらい、町を応援しても

らうことができます。また何より自治体の財源の確保につながります。また、寄附された方々は
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ルールの中で税金の控除や使い道の選択ができるなどのメリットがあります。逆に残念ながら町

内在住者は寄附はできても返礼品を頂くことができないため、現実的には町民からの寄附が少な

いといったデメリットや税金が町外へ流れ出てしまうというデメリットもあります。 

しかしながら総務省の発表では、令和４年度の全体の受入れ件数や受入れ額も９兆円を超え過

去最高であり、まだまだ伸びる可能性を秘めておりチャンスかと思います。芦󠄀屋町でもこのふる

さと納税の再検討が必要なのではないかと感じ、以下の質問をいたします。 

まず、直近３年間の収入額や件数についてお伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

直近３年間ということでございますので、令和３年度、それから令和４年度、令和５年度の納

税額と寄附件数をお答えいたします。令和３年度は納税額４，３６８万５，３８０円、寄附件数

５，２４８件です。令和４年度は納税額１億２，１４５万８，５００円、寄附件数１万６，５９

７件です。令和５年度は納税額４，４４０万９，５００円、件数は３，７９４件でございます。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

昨年度の寄附額が大変大きく落ち込んでいますが、いま一度理由を教えてください。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

寄附額が落ち込んだ理由でございますが、返礼品の調達費用など寄附を募るのに必要となる、

経費基準の厳格化が理由でございます。 

厳格化される以前から、ふるさと納税制度では寄附額の半分以上を自治体が独自の財源として

活用できるよう、返礼品の調達費用など寄附を募るのに必要となる経費を寄附額の５割以下に抑

えるよう総務省が基準を設けておりました。しかし、過度な返礼品競争で経費が５割を超える自

治体が相次いだため、寄附を受領したことを示す書類の発送費用なども全て経費に計上した上で、

５割以下にするよう令和５年１０月１日より基準が厳格化されました。 

これにより芦󠄀屋町の返礼品として人気のあったあまおうは、５割以上の経費が掛かっておりま

したので、５割以下に収めるためには寄附額の引上げを行わざるを得ず、この結果お得感等がな

くなったことで寄附額が大幅に落ち込むこととなったものでございます。 
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以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

分かりました。というか難しい内容でございましたけど、分かりました。経費の厳格化が大き

な理由とのことでしたが、総務省の発表では納税額や件数もともに、先ほども申しましたが毎年

増えております。厳格化により寄附額の引上げやお得感がなくなった後も件数を増やした自治体

も多くあります。厳格化だけが理由ではないと思っておりますので、今後とも調査研究等よろし

くお願いいたします。 

次の質問にいきます。本一般質問の準備のため、私自ら芦󠄀屋町のふるさと納税ポータルサイト、

５つありますが、５つ全てを何度かチェックさせていただいておりました。今年の１月から３月

まで寄附できない、返礼品も選択できないといった、いわゆる準備中という表示をして全く稼働

していなかった状態が見受けられました。販売期間も４月１日からとなっており１、２、３月は

動いていなかったように思いますが、何か理由はありますでしょうか。あまおうのような果物な

どは収穫時期がありますので、このような事象が起こることは分かります。ただし、１年を通じ

て返礼できそうな喉あめや梅酒、芦󠄀屋釜ろん、いりこなどの加工品など全種類そういった状態だ

ったと思いますが、何か理由はお分かりでしょうか。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

ふるさと納税サイトで寄附をですね、６年１月から３月までの間で受け付けてない返礼品が多

数あったといったことの理由でございますが、これも経費基準の厳格化に伴う対応のために実施

したものでございます。 

令和５年９月２８日付で総務省より発出された文書、ふるさと納税制度の適正な運用について

におきまして、これまで指定取消し、いわゆるふるさと納税を受け付けることができなくなるこ

とを指しますが、この指定取消しの例外として認められていました寄附受付けから返礼品発送が

年度をまたいでいることで、翌年度の経費が過大となった等が理由で、例外と認められない。こ

れを理由としてふるさと納税ができないという例外に認められていたわけですけども、これが「認

めない」ということが明確に示されました。このため、芦󠄀屋町におきましては、寄附の受入れと

返礼品の提供のタイミングがずれることで経費の見込みが立ちづらいこと、経費が５割を超えた

場合に指定取消しとなること等を鑑みまして、年度をまたぐ寄附を受け付けないよう、ふるさと

納税サイトで返礼品ごとに適宜寄附の受付けを停止しておりました。 
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他自治体ではどのように対応されたか詳細は承知しておりませんが、当町の令和５年度の対応

が適切であったか等も含めまして、今後調査研究し、経費が５割以下となるよう適切に事務を進

めてまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

はい、分かりました。寄附金の受入れと返礼品のタイミングがずれているとのことでしたが、

そういった受入れと返礼品のタイミングのずれは今後も起こりうることですし、本年も来年も同

じ条件だと思います。今後はできれば１年間の納税期間の４分の１、３か月ほど無駄にするよう

なことがないように対策のほうをお願いしておきます。 

次にいきます。令和５年度のふるさと納税額から、いわゆる経費を差引いた芦󠄀屋町の実際のふ

るさと納税の収益についてお伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

令和５年度のふるさと納税の収益でございますが、寄附額４，４４０万９，５００円に対し、

経費が２，１８５万６，２５４円でございましたので、差額の２，２５５万３，２４６円が収益

でございます。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

では、本町民が他の自治体へふるさと納税を行った場合の町税への影響についてお伺いいたし

ます。仮にですね、ふるさと納税という制度がなかった場合に課税される芦󠄀屋町住民税納税額、

令和５年度の課税額はお幾らか分かりますか。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

多少ふるさと納税以外の寄附も含まれている可能性がございますが、令和５年度の寄附金税額

控除の適用状況によりますと、５０２人の方が３，０８５万５，１５０円のふるさと納税をされ
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ております。これに対する住民税の控除額が１，５３０万４，３８１円でございます。このため、

ふるさと納税制度という制度がない場合は約１，５５５万円が芦󠄀屋町に納税されていたというこ

とになります。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

ということはですね、仮にふるさと納税がなかった場合の収入額が１，５５５万円ということ

ですが、これは１，５５５万円の損失という認識でよろしいでしょうか。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

約１，５５５万円の損失という見方もできるものと考えておりますが、令和５年度のふるさと

納税の収益が約２，２５５万円でございますので、ふるさと納税により差額の約７００万円はプ

ラスになったという見方もできると考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

赤字でなかった、マイナスでなかったということで安心しております。しかし、ふるさと納税

にさらに力を入れ、町外から納税額を獲得しない限り貴重な町税が他市町村に流れる一方です。

自主財源も３８.３％です。将来的なことも考え、ふるさと納税で財源を確保するということをい

ま一度考えていただきたいと思います。ふるさと納税で損失した税額は現状ふるさと納税でしか

カバーできないと考えておりますが、今後の取組等は検討しておりますか。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

ふるさと納税額の増に向けた今後の取組としましては、現在、中間事業者いわゆる自治体にか

わり、ふるさと納税サイトの運営管理、寄附情報の管理、返礼品の受発注管理、返礼品開発支援

等を代行する民間事業者と協議・調整中でございますが、主に２つ実施してまいりたいと考えて
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おります。 

１点目は魅力ある返礼品の充実でございます。当町では人気のあまおう以外の返礼品、例えば

他市町村では取り扱っていない芦󠄀屋町のみ取り扱っている返礼品を用意し、他市町村の返礼品と

の差別化を図り、寄附額の増を図りたいと考えております。 

２点目はふるさと納税サイト数の増でございます。現在当町では５つのふるさと納税サイトを

活用しております。この数を増やすことで寄附受付等の窓口を増やしまして、寄附額の増に努め

てまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

隣町、遠賀町さんはですね、寄附金額が６億円を超えております。納税ポータルサイト数も１

０サイトありまして芦󠄀屋町の倍あります。多くの人の目に留まるようにもっとたくさんの納税ポ

ータルサイトを活用するのはどうでしょうか。先ほども少し触れていただきましたが、手数料な

どの点で難しいのかお伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

まず現状でございますが、中間事業者のふるさと納税サイトを軸として、先ほどと重複します

が５つのふるさと納税サイトを活用しております。現在、追加に向けた検討も進めているところ

でございます。 

この検討の中でふるさと納税サイトを追加するメリットとしましては寄附窓口を増やし多くの

寄附を受け付けられること。デメリットとしましては、サイト管理は返礼品を掲載したら終わり

といったものではなく、返礼品の在庫管理などの作業が必要であり、相応の事務負担やサイト活

用による経費の増等が伴います。このため、多くのふるさと納税サイトを追加することが当町に

とって最善かというとそうではない部分もございますので、引き続き調査研究し、効果が見込め

るサイトについては追加してまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

ポータルサイトのことについては分かりました。 
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次にいきます。町外在住職員ですね、芦󠄀屋町以外に住んでいる職員さんの芦󠄀屋町へのふるさと

納税している人数、件数などは把握しておられますか。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

町外在住の職員が当町へ幾らふるさと納税を行っているか等は把握しておりません。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

これは町外在住の職員の方にふるさと納税を強要するという意味では全くありませんが、これ

だけ関わっている芦󠄀屋町です。していない場合はふるさと納税しない理由が何かあるのではない

かと思います。また、寄附していただいた場合も良い点、また逆に悪い点などふるさと納税改善

のための１番いい意見やアイデアなどが聞けるのではないかと思います。町の職員さんは年齢や

家族構成、また出身地、居住地の違いなど幅広い方々がいらっしゃいます。シティプロモーショ

ン係の７人だけで考えるのではなく、いろいろな視点の人の意見を聞くのも重要ではないかと思

いますが、何かアンケートなど実施したことはありますでしょうか。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

これまで町職員に対し、ふるさと納税をしない理由等を調査したことはございません。しかし

ながら町職員、特に町外居住の職員にふるさと納税をしない理由等を調査することで問題点や課

題を把握することができ、今後の対策に生かすことができると考えておりますので、実施に向け

て調整してまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

次に魅力ある返礼品の充実について伺います。返礼品の中には芦󠄀屋産のアカモクのように非常

に評価の高いものもあります。しかしやはり人気のあるのは、あまおうなど町外のものが多いた

めもっと芦󠄀屋産品、芦󠄀屋町事業者の返礼品を充実していただきたいと思います。それによって産
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業の活性化、町のＰＲにつながると思いますが、いかがでしょうか。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

ふるさと納税制度の本来の意義を考えますと、芦󠄀屋産品や芦󠄀屋町事業者の返礼品を充実させる

ことは非常に重要と考えております。一方でふるさと納税額の増に向けては、その他の商品、い

わゆる県産品指定品や寄附に対応できる商品ロットや体制等を有する町外事業者を活用すること

も重要でございます。このため、芦󠄀屋産品や芦󠄀屋町事業者の返礼品の充実と県産品等の活用、両

者は車の両輪のようなものでございますので、この２つを充実させることにより、芦󠄀屋町を応援

したいと思ってもらえるファンを増やし、産業の活性化や町のＰＲにつなげてまいりたいと考え

ております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

次に、寄附していただいた方々へのアフターフォローの点についてお伺いいたします。 

町のＰＲやふるさと納税のリピーターにつなげるための返礼品に同封しているパンフレットや

チラシなどはありますか。またこういうレビューがありますが、確認をされているのかお伺いし

ますが、その前に本日、資料添付していないのでレビューのほうを読ませていただきます。４０

代男性、「ワンストップ申請書に寄附者の住所氏名の印字がないわ、返信用封筒もついていない。

財政上の理由なのでしょうが、ふるさと納税やるなら必要経費として割り切って対応していただ

きたいなと思いました。ほかの自治体はほとんどやっています。」もう１つ違う方ですが、「これ

まで幾つかの自治体にふるさと納税しましたが、ワンストップ特例申請に関して１番不親切な自

治体だと感じました。寄附金受領証明書が送付されましたが、ワンストップ特例申請のための必

要書類を郵送するための返信用封筒すら用意されていなかった。」こちら返礼品に対したレビュ

ーではなく、ワンストップ申請のことについてのレビューですが、こういったレビューを見過ご

したのか知らなかったのか、少し町の不手際かと感じますが、先ほどのパンフレットやチラシ、

またこのレビュー返信のことについて御答弁を求めます。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 
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お答えいたします。 

現状としましては返礼品に町が作成したパンフレットやチラシの同封はしておりません。ただ

し、事業者がおのおののＰＲのために独自でパンフレット等を同封している可能性はございます

が、全てを把握できておりません。 

また、レビューの確認や返信についてでございますが、まず芦󠄀屋町が中間事業者にその辺を委

託しているということもありますので、今やっている返信等を芦󠄀屋町独自でやっているというよ

りは同じ一律でやっておりますので、もしも先ほどのレビューに関しましては、そのときたまた

ま入っていなかったといったことは考えられますが、町独自が手を抜いているといったことはな

いものと認識をしております。 

またレビューの確認や返信についてでございますが、レビューの多くが返礼品に関する内容で

あるため、まずは中間事業者がレビューの確認を行い、必要に応じてレビューへの返信を行って

いるといった状況でございます。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

近隣市町村ではこういった苦情などに対しては、きちんとした誠意あるレビュー返信が見られ

ます。しかしながら芦󠄀屋町のレビューに関して、そういった委託している中間事業者が万が一対

応していないのであれば、業者に対して何かしらの対応または見直しなども検討してもいいのか

と思います。このあたりの返信のことはすぐに改善できそうなことですので、対処しておいてい

ただきたいと思います。レビューなどで返礼品を選ぶ方も多くいらっしゃいますし、それだけた

くさんの方の目に触れることも視野に入れて、マイナスなプロモーションにならないよう対応し

ていただきたいと思います。 

次にいきます。私自身もふるさと納税をした経験が何度かありますが、自治体からの返礼品に

町のパンフレットやチラシなどとともにお礼の挨拶などが添えられており、とても温かさを感じ

ます。リピーターやファン確保のためにも、管理運営とサービスというものをいま一度再検討、

再確認してみるのはいかがでしょうか、お伺いします。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

議員御指摘のとおりリピーターやファンを増やすためにも、お礼状等も含め、いま一度考える
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時期にあると考えております。しかしながらパンフレットの印刷代等は経費となり、試算等が必

要でございますので、今後調査研究してまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

もちろんお客様を増やすことも大事です。しかし、既に寄附してくださった方々にはもっと誠

意ある対応をお願いしておきます。 

今、少し経費のお話を課長のほうがされたので少し紹介したいものがあります。これ、私がふ

るさと納税したところから返信されてきた返信用封筒ですが、（返信用封筒が印刷されたＡ４サ

イズの紙を頭上に掲げて、議場にいる多くの人に見せる仕草をする）こちらですね、高知県のと

ある町ですが、ちょっと添付してなくて見にくくてすいません。これ返信用封筒で裏が町のＰＲ

です。中はこのような返信用封筒になっているんですけれども、こちら普通のコピー用紙です。

カラーコピーで対応されており、当然きちんと料金受取人払郵便になっております。自分で切手

を貼る必要がないものですが、当然普通はこうだと思います。で、おそらく職員さんの手作りで

作ったのだと思うんですけど、こういったイベントのＰＲ、また、もう１枚はですね、自分の町

の白砂青松と書いています。芦󠄀屋町と同じですけど、多分、多くの予算をかけずに作ってくれて

いるのがあります。 

対してもう１つ、こちらです。（返信用封筒が印刷されたＡ４サイズの紙を頭上に掲げて、議場

にいる多くの人に見せる仕草をする）こちら「切手を貼りつけてください。」自分で切手を買って、

寄附をしておきながら自分で切手を貼ってこの自治体に送り返さなきゃいけないような返信用封

筒ですけど、これ紙もすごく良いです。質はいいですけども、これ残念ながら芦󠄀屋町の返信用封

筒になっています。ちょっとびっくりしたんですけども、とともにショックをちょっと私受けま

した。 

こういったほかの自治体にふるさと納税したことある方はもう一度ちょっと冷たい印象を感じ

て、なかなかリピーターになりたいと思わないような感じを受けております。先ほど課長がチラ

シやパンフの経費について答弁してくれましたが、何か大きな予算をつけずともアイデアや相手

を思う気持ち１つで簡単にプロモーションができるのではないかと感じております。ふるさと納

税は今や競争ですし、昨年度納税額が落ち込んでしまったのもこういったレビューバックのこと

やサービスにも原因があるのではないかと感じておりますので、ぜひ希望していただいた方の気

持ちに寄り添って早急な対応のほう、お願いいたします。 

では、次の質問にいきます。郷土愛のある方々や町外に出て行ってしまった方々へのＰＲはど
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のようにしておりますか、お伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

郷土愛のある方々へのＰＲは非常に重要と考えております。現在は、関東在住の芦󠄀屋町出身の

方などで構成されます東京芦󠄀屋会や同窓会、転出者の方々等にふるさと納税チラシを配付するな

どによりまして、ふるさと納税をお願いをしております。今後も機を捉えてＰＲをしていきたい

と考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

次にいきます。令和８年度のレジャー港化はシティプロモーション絶好の機会だと思います。

少しでも芦󠄀屋町に行ってみたいと思い、実際来てみたという人たちがすぐにふるさと納税できる

仕組みをつくるのはどうでしょうか。芦󠄀屋町に来てみたが、町から帰ってしまった後はなかなか

その町のことを思い出さなかったりします。興味のピークは実際にこの町に滞在している、まさ

にそのときだと思います。レジャー港はボートやモーヴィ、芦󠄀屋釜の里などと比較すると、ター

ゲット層が広くなるかと思います。ボートパークにも町外からも停泊する方もいるのではないか

と思います。芦󠄀屋町に来町してくれた人たちが必ず立ち寄る場所になり、今後１番の観光スポッ

トになるはずだと期待しております。 

レジャー港に町内ですぐに使える商品券のようなものを返礼品としたふるさと納税自動販売機

を設置するのはどうでしょうか。このふるさと納税自動販売機は大きなタッチパネル式で返礼品

も選べますし、免許証などを読み込ませて手続きの簡素化もされております。例えば１万円寄附

すれば３，０００円分の商品券がその場で発行されるものです。県内では古賀市が古賀サービス

エリアに、また全国ではゴルフ場やホテル、アウトレットや道の駅など、今どんどん増えている

納税方法です。こういったものを設置し、納税してもらうとともに返礼品の選択はもちろん、港

や町内での消費を促すのはいかがでしょうか、お伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 
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ふるさと納税自動販売機の設置につきましては、現時点では考えておりませんが、集客の多い

場所やお土産品を多く取りそろえた場所などに置くことで一定の効果が期待できる可能性はある

のではないかと考えております。芦󠄀屋港のレジャー港化の進捗等も含めまして、今後、ふるさと

納税自動販売機の設置については調査研究してまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

最後の質問になります。職員さんや定年された方、ＯＢ、ＯＧさん、また郷土愛の強い町の方

は芦󠄀屋町にふるさと納税をしたいけれど、あえてしない方がたくさんおられることと推察します。

なぜかというと貴重な町税が外に出ていってしまうからです。そういった芦󠄀屋町を愛してやまな

い方々に対し、ある手続きをしていただけたら少しのお礼として、芦󠄀屋産品を町から返すという、

「他の自治体にふるさと納税をしま宣言」という取組はいかがでしょうか。この、名付けて「他

の自治体にふるさと納税をしま宣言」をしてくれた方に数千円の芦󠄀屋産品、もしくは感謝券、町

内商品券なるものを差し上げるといった取組は検討できませんか、お伺いいたします。 

○議長 内海 猛年君 

企画政策課長。 

○企画政策課長 本郷 宣昭君 

お答えいたします。 

「他の自治体にふるさと納税をしま宣言」という着想がユニークで興味深い提案とは思います

が、実施は難しいと考えております。詳細の調査研究はできておりませんが、実施する上では交

付対象者が本当に他自治体にふるさと納税をしていないかを確認することが不可欠と考えており、

当課で交付対象者の確認が行えるか。仮に行えたとしても相応の事務負担が発生するため、現在

の人員でこれらの事務が行えるか、また実施効果が出るか等を考えますと実施は難しいと考えて

おります。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

少し時間が余りましたので、元企画政策課長でもあり現在副町長、中西副町長にこのシティプ

ロモーション、またふるさと納税に関して何か御意見あればお伺いしたいと思います。 

○議長 内海 猛年君 
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副町長。 

○副町長 中西 新吾君 

今、ふるさと納税等について長島議員から御意見、御提案を頂きました。芦󠄀屋町のふるさと納

税をボートレースに例えるなら、芦󠄀屋町は６号艇でスタートも踏み込まず安全に行ったわけです

が、順位を上げるためにコーナーごとに「ツケマイ」を繰り返し行い、順位を上げていくもくろ

みで転覆には気を付けていこうというものです。課長もいろいろ答弁しましたが、今後も工夫を

していき、６号艇から少しでも内艇になるように取り組んでまいりたいと考えておりますので、

よろしくお願いいたします。 

以上です。 

○議長 内海 猛年君 

長島議員。 

○議員 ４番 長島  毅君 

さすが６号艇の答弁、分かりやすくてありがとうございます。 

本日はふるさと納税中心に、シティプロモーションに関していろいろ質問させていただきまし

た。やはり芦󠄀屋町がよくなってほしいという一心で少し厳しいことも言ってしまったかもしれま

せんが、新しくなったシティプロモーション係、そして芦󠄀屋町のシティプロモーション、今後も

期待しております。 

以上で、私の一般質問を終わります 

○議長 内海 猛年君 

以上で、長島議員の一般質問は終わりました。 

────────────・────・──────────── 

○議長 内海 猛年君 

以上で本日の議事は全て終了いたしました。 

本日はこれをもって散会いたします。お疲れさまでした。 

午後３時 24分散会 

 


